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第 1 節 問題意識と調査内容 
 

 

 

 

 

 

1．問題意識と調査⽬的 
長期修繕計画の作成にあたっては、国土交通省から分譲マンションをベースとしたガイドラインが示

されているものの、ＲＣ以外の構造や賃貸住宅の多様な仕様等に対応した様式には対応していないこと

から、賃貸住宅の特性等（構造別、仕様別等）を踏まえた長期修繕計画の標準的な様式（修繕項目、対

象部位、修繕方法、修繕期間、修繕金額等）が求められる状況となっている。 

このような背景を踏まえ、本調査においては、長期修繕計画の妥当性を踏まえた標準的な様式の作成

と、修繕資金の確保方法を検討することを目的に実施した。 

2．調査内容 
Ⅰ．現在運⽤されている⻑期修繕計画の内容把握 

本調査研究に関連する、国土交通省の過去の調査報告書等について内容を把握した上で、本調査研究

に活用できる点を整理した。 

また、賃貸住宅の計画的な修繕に実績のある事業者を抽出し、ヒアリングを実施すると共に、長期修

繕計画のサンプルを提供いただき、各社の計画修繕実施方法について整理した。 

Ⅱ．⻑期修繕計画標準様式の作成 
Ⅰ．で得た、過去の調査報告書掲載の長期修繕計画、各社の長期修繕計画のサンプルを基に、建物構

造別に、計画期間、修繕項目、修繕周期、修繕費について比較表を作成し、用いられている修繕項目毎

に修繕周期、修繕費について比較分析を行った。 

その上で、物件毎の総建築費に対する、期間 35 年の総修繕費の割合（年間修繕費負担率）を算出し、

構造別に中央値、平均値を導いた。 

 

Ⅲ．修繕資⾦確保⽅策の検討 
事業者ヒアリングで得た、家主への修繕資金確保の提案実態を整理すると共に、調査期間中に国土交

通省の認可を取得したと公表のあった、全国賃貸住宅修繕共済協同組合の賃貸住宅修繕共済について、

その内容を把握し、今後の普及見通しや課題について検討した。 

 



 

 6 

3．調査の経過 
概ね次の経過のとおり実施した。 

 

現在運⽤されている⻑期修繕計画の内容把握（事業者ヒアリング） 2021 年 11 ⽉〜2022 年 1 ⽉、6 ⽉ 

⻑期修繕計画標準様式の作成 2022 年 1〜5 ⽉ 

修繕資⾦確保⽅策の検討 2022 年 6 ⽉ 
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第 1 節 既存資料の整理 
 

 

 

 

 

 

 

1．既存資料の概要 
1｜国⼟交通省が実施した既存の調査報告書等 

(1)過去の調査報告書 

国土交通省は 2017 年に「民間賃貸住宅の大規模修繕等に対する意識の向上に関する調査」を行い、管

理会社等に対するヒアリングを通じて、計画的な修繕に見られる主な修繕項目と修繕実施時期、修繕計

画の進め方、工事費用などの実施事例を収集した。 

 

図表 1-1-1-1 計画に⾒られる主な修繕項⽬と修繕実施時期 

 
（資料）「民間賃貸住宅の大規模修繕等に対する意識の向上に関する調査」国土交通省 

 

さらに、国土交通省は令和 2 年 3 月に「民間賃貸住宅における計画修繕のための事例集」を作成し、

令和 3 年 3月にその「追補版」を公表した。「事例集」では、これまで情報不足している建物・設備の修

繕の実態（長期修繕計画の策定、発注方法、工事内容、費用等）、および長期修繕計画の項目（修繕部位、



 

 10

修繕内容、修繕周期、修繕費等）に係るデータを収集し、修繕工事の具体的な内容及び工事費などの実

例情報を公表している。 

 

図表 1-1-1-2 修繕⼯事⾦額の内訳（⾸都圏・⽊造 2 階建の場合） 

 
（資料）「民間賃貸住宅における計画修繕のための事例集（追補版）」国土交通省 

 

図表 1-1-1-3 ⻑期修繕計画の概要（⾸都圏・⽊造 2 階建の場合） 
（単位：万円）     

 
（資料）「民間賃貸住宅における計画修繕のための事例集（追補版）」国土交通省 
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(2)国⼟交通省作成⺠間賃貸住宅計画修繕ガイドブック 

賃貸住宅経営者の賃貸住宅経営における投資判断基準の 1 つとして、どのような計画的な修繕が求め

られているか及びかかる費用の目安を明確にするため、国土交通省は「民間賃貸住宅の計画修繕ガイド

ブック」を発行した。「ガイドブック」では、建物の各部位（屋根、外壁、階段・廊下、給排水管等）や

外構、室内の設備（給湯器、浴室、キッチン等）について、点検や修繕のタイミング及び必要となる費

用の見通しを発表している。 

 

図表 1-1-1-4 ⻑期修繕計画のイメージ 

 
（資料）「民間賃貸住宅の計画修繕ガイドブック」国土交通省 
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2｜本調査研究で活⽤できる点 
本調査では、上記「民間賃貸住宅における計画修繕のための事例集（追補版）」で長期修繕計画の概要

を掲載している、首都圏及び地方圏における木造・軽量鉄骨造・RC 造の計 17 物件の長期修繕計画作成

の内容、修繕工事の内容・費用など計画的修繕の取組みを活用し、後述する事業者ヒアリングを通じて

把握した民間賃貸住宅の長期修繕計画の事例と合わせて、修繕項目及び実施時期、費用等をまとめ、長

期修繕計画の標準様式（案）を検討する。 

さらに、作成した長期修繕計画の標準様式（案）を「民間賃貸住宅の計画修繕ガイドブック」と照合

して、修繕項目の内容、時期及び費用の合理性を確認する。 
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第 2 節 事業者ヒアリング 
 

 

 

 

 

 

 

1．調査の⽬的と⽅法 
1｜調査⽬的 
主要な賃貸住宅建設業者・管理会社等を対象に、賃貸住宅における長期修繕計画の作成状況及び作成

内容等、並びに長期修繕工事の実施履歴等について、物件ごとに長期修繕計画の有無、賃貸住宅経営者

への提案方法、修繕工事の進め方、実際に作成している長期修繕計画の構造別サンプル、住戸内リフォー

ム・リノベーションの時期・費用、および修繕資金の確保方法を把握することを目的に、事業者ヒアリ

ングを実施した。 

2｜調査対象と⽅法 

(1)調査対象 

調査対象は、賃貸住宅の計画的な修繕を積極的に取り込んでいる事業者のうち、依頼に応じてくれた

10 社とした。 

(2)実施⽅法と経過 

いずれも事前に依頼状を送付し、ニッセイ基礎研究所が日程調整の上、先方に出向いて、あるいは

オンラインアプリ「ZOOM ミーティング」を通じて、担当者にヒアリングを行った。 

また、ヒアリング実施後、建築費データ及び長期修繕計画追加資料の提供について、メールにて依

頼を行った。 

実施経過は次の通りである。 

 ・ヒアリング実施    2021 年 11 月 16 日（火）～2022 年 6 月 6日（月） 10 社実施 

 ・メールでの問い合わせ 2022 年 4 月 5 社に送付、4 社が回答 

(3)主な調査項⽬ 

１）賃貸住宅管理物件について 

①現在の管理戸数、構造別(RC、軽量鉄骨、重量鉄骨、２×４、在来木造）の割合 
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②委託管理とサブリースの比率 

③自社建築物件の有無（有の場合は、戸数比率） 

２）賃貸住宅の計画的な修繕の取り組みについて 

①次の点を含めて、計画的な修繕をどのように行っているか具体的な方法 

・物件毎に長期修繕計画を作成しているか？それとも全管理物件共通の修繕計画に基づき行う

のか？ 

・物件の構造や規模などによる違いはあるか？ 

・オーナーに修繕をどのように提案しているか？ 

・修繕工事の進め方（工事の発注、施工、施工管理等も請け負うのか？） 

②実際に作成した長期修繕計画について、計画期間、修繕項目、修繕周期、修繕費について

（構造別にサンプルの提供依頼） 

③住戸内リフォーム、リノベーションについて、どのような時期に、どのように行うのか、その

費用について 

３）修繕資金の確保について 

①オーナーに対し、将来発生する修繕に対し、資金の確保に関するご提案の状況 

②提案の方法（生命保険や共済などの金融商品による積立、融資など） 

４）民間賃貸住宅の計画的な修繕の普及に必要なこととして、何が必要と思われるか。 
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2．調査結果 
本調査でヒアリングを実施した賃貸住宅建設業者・管理会社は、業務エリアが一部地域限定から全国

まで、管理戸数も数千戸から数万戸を超えるものまで幅広い事業者から回答を得られた。 

賃貸住宅管理物件について、RC 造の賃貸住宅を中心とした事業者は 3 社のみ、木造の賃貸住宅を中

心とする事業者が比較的多かった。 

いずれの事業者も委託管理方式、サブリース方式両方手掛けているが、その比率は事業者によってま

ちまちである。 

自社建築物件がない事業者は 2 社のみ（うち 1 社は過去に実績があったものの現在は建築事業を停止

している）、残り 8 社が自社建築物件の管理業務も実施している。 

賃貸住宅の計画的な修繕の取り組みについて、物件ごとに長期修繕計画を作成している事業者は 5 社、

共通の長期修繕計画を活用し、オーナーに提案している事業者は 2 社、残り 3 社は計画的な修繕は実施

しておらず、オーナーに頼まれた時のみ作成している。その理由として、長期修繕計画を作成するには

労力を要する割に修繕受注につながらないといった理由が挙げられている。 

上記長期修繕計画を作成している 7 社から、長期修繕計画のサンプルの提供があった。修繕工事の進

め方について、工事・施工管理等をすべて自社で行う事業者は 2 社、グループ会社と提携して手配する

事業者は 4 社、その他の工事会社に依頼する事業者は 4 社である。 

住戸内のリフォーム・リノベーションについて、入退去のタイミングに合わせて実施する事業者は 9

社、1 社は管理を引き受ける際に実施することとしている。 

将来発生する修繕資金の確保について、オーナーに対し、株式の運用や生命保険、共済など金融商品

等を提案している事業者は 3 社、自社リフォームローンを提供している事業者は 2 社である。その他 2

社は、融資などを利用せず、手持ち資金で対応するオーナーが多いと回答した。 

民間賃貸住宅の計画的な修繕の普及に必要なことについて、オーナーの建物に対する責任感や長期修

繕計画の必要性に対する意識の向上が必要だと回答した事業者は 5 社、賃貸住宅の長期修繕計画や修繕

資金の積み立てに対し、税制的な優遇策や補助金など公的機関による制度整備が必要だと回答した事業

者は 4 社である。1 社は、きちんとした計画的な修繕を実施している賃貸住宅に対し、公的機関が認定

マーク等を交付して入居者にアピールすることにより入居を促せば、計画的な修繕が必然的に普及する

ではないかとの回答があった。 
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(1)賃貸住宅管理物件について 

図表 1-2-2-1 賃貸住宅管理物件について各社の回答（A〜E 社） 
    A 社 B 社 C 社 D 社 E 社 
① 委託管理と

サブリースの
⽐率 

ほとんどが委託管理。 
サブリースは⾮常に少
ない。 

委託管理︓約 1 割 
サブリース︓ 約 9 割 
・空室保証を付けてい
るものと、付けていない
ものが⼤体半々。 

委託管理︓約 4 割 
サブリース︓約 6 割 
  

ほとんどがサブリース契
約。 

委託管理︓約８割。 
サブリース︓約２割。 
・サブリースは空室の賃
料も払っているので、
経営のリスクから２割
程度に抑えるのが会
社の⽅針。 

    

② ⾃社建築物
件の有無 
有の場合は
⼾数⽐率 

現在はなし なし あり あり あり 
  以前⾏ったもので現存

は何件か。 
建築企画の⼿伝いを
す る こ と は あ る が 、
10％もない。 

⾃社で受注して建て
たものを管理するとい
う形だったので、ほぼ
⾃社物件だったが、
最近は、借り上げ物
件が減ってきた。 

⾃社施⼯物管理が約
99 ％ 。 他 社 施 ⼯ 物
（未完⼯と解約済み含
む）管理が約 1％。他
社物件は S 造や RC 造
のマンション⽐率が⾼
い。S 造や RC 造は
25％前後。 

⾃社建築物件管理が
55％。 
オーナーが他社で建築
し た 物 件 管 理 が
45％。  

(資料)ニッセイ基礎研究所作成 

図表 1-2-2-2 賃貸住宅管理物件について各社の回答（F〜J 社） 
    F 社 G 社 H 社 I 社 J 社 
① 委託管理と

サブリースの
⽐率 

委託管理︓9 割以上 
サブリース︓数件程度 

委託管理︓7％ 
サブリース︓ 93％ 

委託管理︓８割。 
サブリース︓２割。 

委託管理︓6％ 
サブリース︓94％ 

委託管理︓73% 
サブリース︓27％ 

    サブリースは収⼊が少
ないので積極的に実
施していない。 

    最近はほとんどサブリー
ス。かつての契約が委
託管理で残っている。 

  

② ⾃社建築物
件の有無 

あり あり あり あり あり 

  有の場合は
⼾数⽐率 

1％未満。住宅部⾨
が あ る の で 、 依 頼 が
あった場合に年間5棟
程度、⽊造⼾建て型
貸家をつくることもあ
る。棟数は数⼗棟ぐら
い。集合住宅が何⼾
かある。 

⾃社で建築して管理
している物件の⽐率は
0.82％。 

数棟、20 から 30 ⼾
程度。 

建築した物件 98％、
他社が建築した物件
2 ％ （ 中 途 借 り 上
げ）。 

⾃社建築物件、およ
びその他関連会社建
築 物 件 と 合 わ せ て
20.7％。  

(資料)ニッセイ基礎研究所作成 
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(2)賃貸住宅の計画的な修繕の取り組みについて 

図表 1-2-2-3 賃貸住宅の計画的な修繕の取り組みについて各社の回答（A〜E 社） 
    A 社 B 社 C 社 D 社 E 社 

① 計画的な修
繕をどのよう
に⾏なってい
るか。 

・法定点検や、ビルメ
ンテナンスの定期点検
を⾏っている RC 集合
住宅に対し、点検結
果を報告する際に、⻑
期修繕計画作成を提
案、作成し、修繕が必
要になる時期を伝え、
⾒積につなげる。 
・特定建築物定期調
査、北九州の場合、5
階建て以上の集合住
宅は 3 年に 1 度調査
をして報告書提出。 
・同社管理物件の全リ
ストがあるので、築年
数で把握しリストアップ
して⾒ていく。 
・昨年での実績は 20
数件。 

・管理物件のほとんど
が計画的な修繕はで
きていない。あるものは
１割程度。 
・同社が定期的に建
物の巡回をする中で、
外壁・屋根、設備関
係の劣化状況や年数
を⾒ているので、オー
ナーに都度提案を⾏
う。 
・定期巡回のタイミング
は ⼊ 退 去 が あ っ たと
き、1 棟ものは半年に
1 回ぐらい、物件によっ
ては⽉ 2 回のところも
ある。オーナーとの契約
で決まっていない場合
は、年 1 回か 2 回。 

・受注段階で⻑期修
繕計画を作ることが⾮
常に少ない。 
・最初の営業段階で
収益性などは話すが、
修繕積⽴⾦のようなも
のを積んで⻑期修繕
に備えようぐらいの話で
終わりにする。 
・その後、同社管理に
なると、11 年や 13 年
頃で⼤規模修繕の提
案の形で⾒積を出す。 
・ ⼤ 規 模 修 繕 以 外
は、管理している中で
少し傷みが出てきてい
るところがあるものはそ
の都度提案する。提
案どおり実施されるの
は半分以下。 
・管理費の中で、新築
は 1 年、2 年、5 年、
7 年、10 年で 10 年
間に 5 回定期点検を
する。場合によっては、
その時に提案をするこ
ともある。 

・⼤まかに低層と中⾼
層に分けて点検書が
あり、その点検項⽬に
従って 10 年および以
降 5 年ごとに点検をす
る。⽴地の条件等あ
り、資材も⾼耐久に変
わってきているので、個
別で対応している状
況。 
・⻑期修繕計画はな
い。点検項⽬が載って
いる点検表がある。そ
れに基づき点検し、修
繕が必要な場合は提
案をする。 
・点検表に点検周期
や修繕費は載っていな
い。 
・事業試算書はあくま
でも予測になるので実
態との乖離はあるが、
修繕費を予算書の中
でうたっている。 

・物件に合わせた形で
⻑期修繕計 画 を策
定、概ね 2〜3 年ごと
に⻑期修繕計画を⾒
直 し て オ ー ナ ー に 提
⽰。 
・オーナーに付いている
税理⼠と相談して、時
期の指定、調整という
こともある。 

  ・物件ごとに
⻑期修繕計
画を作成︖
それとも全管
理物件共通
の修繕計画
に基づき⾏
う︖ 

・全物件に計画的にア
プローチができていない
が、オーナーごと、物件
ごとに計画をつくる。 

・オーナーに頼まれた時
のみ作成する。管理
物件の 1〜5％程度。 
・作成する労⼒の割
に、修繕する可能性が
⾒込めないので積極
的に動けていない。 

・引き渡し書類に⻑期
修繕計画の共通⾒本
をオーナーに渡してい
る。 

・低層と中⾼層に分け
て修繕を策定してい
る。 

・物件ごとに⾏ってる。 
・⾃社施⼯物件は新
築時に渡す。中途引
き受けの場合も、管理
を受ける時点で作成し
提案。 

  ・物件の構
造や規模な
どによる違い
はあるか︖ 

・RC と 2 階建て軽量
鉄⾻などのコーポタイプ
があるが、修繕項⽬が
変わる。 

・機械式駐⾞場は修
繕費が⾼いので別途と
する。 

・書式は⽊造でも RC
でも変わらない。 
・2×4 だと、外壁にか
かるお⾦が安くなってく
る。 

・低層と中⾼層に分け
て修繕を策定してい
る。 

・RC では、⻑期修繕
計画の様式（項⽬と
周期）は全て共通。
基本セットとなる。 
・物件の構造、規模
別に費⽤や周期が異
なることがある。 

  ・オーナーに
修繕をどの
ように提案し
ているか︖ 

・提案は、10 年程度
建築年数がたって、⾒
た⽬にも修繕が必要
だと感じるような状況
で⾏う。 
・管理契約時に提案
することが⼀番いいが、
築浅10年未満のもの
は、修繕の話までいか

・⼤規模修繕が必要
になる周期に簡単な
劣化診断を⾏い提案
する。 
・資産管理という視点
から、収⼊を上げる⼿
段として修繕を提案す
る。 
・計画書をつくるのが

・傷みがある部分の修
繕を都度提案する。 

・点検項⽬をまず決
め、協⼒業者に⾒積
依頼し、⾦額をこちら
で は じ き 出 し た 上 で
オーナーに提案。従っ
て、点検表に⾦額まで
は書かれていない。 
・建築後10年⽬、10
年⽬以降 5 年ごとに

・物件に合わせて⻑期
修繕計画を策定、定
期的にオーナーに提⽰
して、修繕時期が近づ
いたら相談する。実施
したくないや⼿持ち資
⾦が⾜りない場合、実
施時期を調整する。 
・概ね 2〜3 年ごとに
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    A 社 B 社 C 社 D 社 E 社 
ない。 
・定期点検とは関係な
く、同社資産コンサル
ティング部署が専⾨的
な観点から現場で状
態を確認して提案す
る。 

⼿間なので、⽬安だが
オーナーには「建築費
の 0.5〜1％の間を毎
年積み⽴ててください」
と⾔っている。 

⾃社で点検を⾏う。不
具合や、次の⼊居者
募集に関しての美観
など含め問題ないかを
点検し、オーナーに報
告する。 

⻑期修繕計画を⼀度
⾒直してオーナーに提
⽰ 。 そ れ ぞ れ の オ ー
ナーに合わせて⽤意し
ているのが現状。 

  ・修繕⼯事
の進め⽅
（⼯事の発
注、施⼯、
施⼯管理等
も請け負う
のか︖） 

・建設業の登録はして
いるが、⼯種を登録し
ていないので 500 万
円未満しか受けられな
い。協⼒業者さんを紹
介する。 
・⼯事契約に⾄るま
で、⾒積書のチェックや
内容の精査、デザイン
など、管理会社として
施⼯管理的なことも
含めアドバイスをする。 
・オーナーが直接業者
と進める場合も、相談
するよう伝えている。 

・オーナーから⼯事会
社を紹介してほしいと
なったら何社か紹介す
る。 
・空室保証している物
件も多く、状態が良く
ならないと困るので、仕
様や仕上げについても
提案、要望を出す。  

・同社が元請けとなり、
グループ会社が業者を
⼿配する。グループで
全部修繕できるので、
オーナーにとっては⼿間
なく、常に⾒ているので
安⼼感があると思う。 

・⾃社は建設業の許
可 を 取 っ て い な い た
め、請負⾦額 500 万
円以上のものはグルー
プ会社との請負契約
を締結する。請負⾦
額500万円未満に関
しては⾃社の請負で
請負契約を結ぶ。 
・サブリースに関して
は、建築後 10 年⽬、
10 年⽬以降 5 年ごと
に⾃社で予算を捻出
して⼯事を進めてい
る。 
・サブリースではなく、か
つ修繕に関しても所有
者が負担する契約に
おいては、建築後 10
年⽬、10 年⽬以降 5
年ごとに、外壁塗装、
防⽔⼯事など⼤規模
修繕を提案し、⾒積を
提⽰した上で請負契
約し⼯事を⾏う。 

・⾃社で⼯事、施⼯
管理を⾏う。居住者へ
の周知や⼯事中の対
応など、管理会社が
直接、⼯事、施⼯管
理までを⾏うので、オー
ナーにとってはメリットが
ある。 
・修繕費に関しては、
計 画 で 概 算 を 記 載
し、提案する時期に改
めて建物の状態を調
べて⾒積を取る。 
・ 物 件 の 状 況 によ っ
て、計画どおり資⾦を
⽤意したにもかかわら
ず追加費⽤が必要に
なることもある。⾦融
機関からの借り⼊れは
追加ができないので、
融資を受けるオーナー
は、最悪の事態を想
定し多めに⾒積もって
契約、あとで減額とい
うことがある。 

② 実際に作成
した⻑期修
繕計画につ
いて、計画
期間、修繕
項⽬、修繕
周期、修繕
費について 

・10 年前に様々な資
料を参考し、簡単なひ
な形を作成している。 
・計画期間、RC は概
ね 32 年。 
・管理物件の中で、修
繕計画を出すような物
件は築 15 年から 20
年たった物件が多いの
で、⼤規模改修 2 周
期分を⼊れるという考
え⽅。 
・2階建て軽量鉄⾻な
どのコーポタイプは、修
繕項⽬が変わるので
別のひな型があるが、
⾦額は⼊れない。時
期が来たら提案して、
⾦額は⾒積もる。 

・簡単なものを７年前
に作っている。項⽬、
周期、１回当たりの費
⽤、積み⽴ての残⾼
などがある。 
・計画期間は 35 年。
分譲マンションのひな
型が⼀番参考になる。 
・⼀般社団法⼈不動
産協会が出していた
「修繕⼯事項⽬・周
期・単価表」があったの
で、これを参考に⾃分
で作ってみてはどうかと
オーナーに案内する。 

・引き渡し書類に⻑期
修繕計画の共通⾒本
に、概ねの費⽤感を提
⽰している。 

ー ・竣⼯して 10 年後、
20 年後、30 年後に
外装⼯事が、エアコン
の⼀⻫交換はこの時
期にこれぐらいの⾦額
で予想されるというもの
な ど を 策 定 し て オ ー
ナーに提出している。 
・修繕を⾏うごとに⾦
額が変わったり⾒込み
が後倒し前倒しになる
ので、2 年〜3 年ごと
に計画を⾒直す。 
・RC は計画期間が
50 年。 

(資料)ニッセイ基礎研究所作成 
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    A 社 B 社 C 社 D 社 E 社 
③ 住⼾内リ

フォーム、リノ
ベーションに
ついて、どの
ような時期
に、どのよう
に⾏うのか、
その費⽤に
ついて 

・退去のタイミングに合
わせて室内を確認、そ
の上で必要があれば
提案する。原状回復
で済むものは原状回
復で、原状回復では
募集が難しい住⼾は、
間取り変更を伴う案を
提案。⼤きな⾦額に
なるので、⾒積りだけ
でなくプレゼンボードを
つくり説明する。 
・間取り変更は 45〜
46 ㎡ 2DK を 1LDK
に す る こ と が 多 い 。
2DK、40 ㎡、スケルト
ン改装して 350 万円
程度。 
・間取りとは別に、住
⼾内の設備⼯事、配
管清掃は築年数に応
じて提案する。 
・⾃社リノベーションブラ
ンドがあり、平均で⼾
あたり 150 万円〜
180 万円程度。 
・東京と福岡、北九州
で⽐べると、家賃の差
はあるが、⼯事費はあ
まり変わらない。東京
は⼯事にお⾦をかけて
も家賃を⾼く設定でき
るので回収期間が短
いが、北九州はそこま
で上げられないので難
しい。⼯事費 300 万
円程度でも⾼額と捉
えている。 

・賃貸経営の全体スケ
ジュールを把握して、
室内のリノベーションあ
るいは原状回復を提
案する。 
・専有部については定
額プランがある。毎⽉
オーナーがお⾦を払っ
ていると同社で設備交
換や原状回復⼯事を
⾏う。平⽶あたり何円
としている。 
・定額プランの利⽤率
は 15％程度。経費を
固 定 化 す る 意 味 で
は、⾒通しが⽴ち⼀定
化するメリットがある⼀
⽅で、あえて変動する
リスクを取ったほうが投
資としていいと考える
⼈も多い。 

・10 年を過ぎてから状
況を⾒て提案し、⼊
退去のタイミングに合
わせて計画し実施す
る。 
・内部はクレームや不
具合が起きてからが多
いので、予防策として
実施する。 
・⼊退去の原状回復
は、都度オーナーが費
⽤を払う。 
・⾃社リフォームパッ
ケージがあり、毎⽉平
⽶単価から算出した
⼀定費⽤を払っていれ
ば⼊退去リフォーム時
に負担がない。利⽤
率は個⼈オーナーの半
分ぐらい。 
・ユニットバスなどのシス
テムものは故障がでた
ら都度対応する。 
・エアコンは、使える限
り使う。 

・室内リフォームの明確
な時期はない。⼊居
者が退去の都度で実
施する。 
・費⽤について、サブ
リースの案件はほぼ⼊
居者からの定額クリー
ニング費⽤等の中で
やっているが、それ以
外の⼿直し⼯事は⾃
社で⾏う。 
・⻑期空き家の案件
は客付けのため、間取
り変更や設備更新を
提案する。⼀括定額
プランの場合は室内リ
フォーム費⽤が含まれ
ている。それ以外のサ
ブリースや委託管理の
場合は、3 割をオー
ナーに出してもらい、7
割を⾃社が⽀払って
室内⼯事を⾏う。１
住⼾あたり間取り変更
などを含めるとだいたい
100 万円ぐらい。 
・防犯カメラのニーズが
⾼い。新築時に付いて
いない物件は家賃査
定のタイミングで説明し
に⾏く。 
・家賃変更のタイミング
は、サブリース契約の
中で 10 年、10 年経
過後は 5 年ごとにな
る。ある程度築年数が
経ち、住⼾の間取り変
更や設備更新をしな
いと家賃を維持するこ
とが難しい場合、⾃社
の家賃査定の部署と
客付けの部署と相談
し、⽩⿊インターホン
や、温⽔ウォッシュレッ
トが付いていないもの
はリフォームを提案す
る。 

・⼊退室の都度に実
施する。 
・エアコン、給湯器等
は⼊居中でも交換⼯
事を⾏う。 
・給排⽔管なども⼊れ
替えの都度⾏う。 
・リノベーションは 10 年
から 15 年ぐらいたった
物件に関しての提案
が 多 い 。 間 取 り が
3DK や 2DK の物件
を 2LDK や 1LDK に
変えるのがリノベーショ
ンの主流になっている。 
・1 ⼾当たりの費⽤
は、オーナーの判断に
もよるが、3DK から
2LDK などに改修する
際は 400 万円前後か
かる。スケルトン改装
するフルリノベーション
は 400〜500 万円か
かる。 
・和室を洋室に変えた
り、キッチンをカウンター
キッチンにするレベルの
設 備 交 換 で あ れ ば
150 万円〜200 万
円程度。 
・築 15 年を経つと⽔
回りが古くなり⼊居募
集も厳しくなる。キッチ
ン、ユニットバスの更新
の提案に併せて間取り
変更を提案する。 
・家賃を上げるのは難
しく、リノベーションを実
施しても回収できず、
オーナーの判断で、都
⼼から離れていけばい
くほど実施できないケー
スもある。お⾦を上げ
ずに賃料を下げていく
⽅向のオーナーもい
る。 

(資料)ニッセイ基礎研究所作成 
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図表 1-2-2-4 賃貸住宅の計画的な修繕の取り組みについて各社の回答（F〜J 社） 

    F 社 G 社 H 社 I 社 J 社 
① 計画的な修

繕をどのよう
に⾏なってい
るか。 

・ここ3年で取り組みを
開始しているため、まだ
1 割未満の進捗。 

・提案段階では、修繕
計画を⼊れるという会
社の⽅針は特別には
ない。 
・⻑期修繕計画表を
出すケースはまれであ
る。個⼈のオーナーが
9 割⽅なので、そういう
⽅にはもっと簡略的に
説明している。 
・定期点検を基に必
要に応じて提案するの
が基本。 
・新築契約した時に、
同社独⾃のサポートシ
ステムがある。躯体部
分の保証が 20 年で、
防⽔保証が 10 年で
切れるという説明をし、
それに基づいて点検し
報告、修繕の提案に
なる。 

・建物の業態、⽴地等に
より時期は前後するため、
10 年ごとの⻑期修繕計
画ではなく、⼤きな枠を決
めて、それに当てはまったと
ころを対象に提案する。 
【⽊造。中途引き継ぎ管
理】 
・施主依頼業者との競合
で、修繕プランを提案す
る。 
【⽊造。中途引き継ぎ管
理】 
・⽉⼀回のパトロール報
告をもとに、オーナーの税
⾦対策に応えて提案す
る。 
【鉄⾻造。中途引き継ぎ
管理】 
・パトロール員が⽉に 1
回、巡回を⾏い、その際
に傷みが発⽣している箇
所を撮影し、その情報を
もとに修繕を提案する。 
【鉄⾻造。中途引き継ぎ
管理】 
・⼊居募集のために管理
を開始する条件に修繕を
提案する。 

・鉄⾻造に関しては、
同社が作成した冊⼦
「オーナーのしおり」にあ
る共通の修繕計画表
に基づいて提案する。 

管理のみの物件について
は、管理会社側からオー
ナーに個別に⻑期の修繕
計画を作成することが難
しいのは現状である。しか
し、今後改修⼯事の重
要性が今まで以上に増し
ていくことを考え、これはプ
ロジェクトチームを組んで
具体的な活動をしっかり
計画していこうと、実は今
まさにそういう位置付けに
ある。 
・同社が建てた建物は、
建物の請負契約前と契
約後に、キャッシュフローや
経常利益の部分の中に
10 年、15 年、30 年の
⻑期修繕もある。この内
容でおおむねどのような修
繕が必要になるかというこ
とご提⽰しながら、その建
物の規模や構造体に応じ
て、収⽀にかかる費⽤とし
て中に計算を⼊れ、こちら
から修繕計画という名⽬
でご提⽰している。 

  ・物件ごとに
⻑期修繕計
画を作成︖
それとも全管
理物件共通
の修繕計画
に基づき⾏
う︖ 

・物件ごとに作成して
いる。計画を⼊れた物
件を増やしている。  

・⻑期修繕計画はな
い。 
・定額化したリフォーム
の商品を説明すること
によって、⻑期修繕計
画を出さなくてもいいよ
うに営業しているのが
実態。 

・新築の場合は⻑期
修 繕 計 画 を 作 成 す
る。 

・鉄⾻造は、重量、軽
量ともに共通の修繕
計画。 
・RC 造は物件ごとに
⻑期 修繕 計画 を作
成。⾃社には建築に
関する専⾨知識を有
する者が少ないので、
作成は外部委託。 

・管理のみの物件はな
し 
・⾃社建築物件は、
建物の請負契約前と
契約後に、キャッシュフ
ローや経常利益の部
分の中に 10 年、15
年、30 年の⻑期修繕
がある。 

  ・物件の構
造や規模な
どによる違い
はあるか︖ 

・構造ごとに変えてい
る 。 構 造 と 共 に オ ー
ナーの保有期間想定
も反映。 

・メインの軽量鉄⾻の
建物であれば、12〜
13 年⽬から 15〜16
年⽬までに必要になっ
てくるケースがほとんど。 
・RC や屋上防⽔が必
要な場合は、物件に
よって違うが、15 年ぐ
らいでドレーン周りの
シール、笠⽊の継ぎ⽬
が劣化して防⽔⼯事
が必要になってくること
が多い。 

・構造により、修繕項
⽬に違いあり。 

鉄⾻造は共通。RC
造は個別。 

・建物の規模や構造
体に応じて、収⽀にか
かる費⽤として計算。 

  ・オーナーに
修繕をどの
ように提案し
ているか︖ 

・従来は、都度不具
合が発⽣した場合や
前回修繕⼯事からの
⼀定期間経過後に建
設会社による提案。  
・現在は、不具合発
⽣時はもちろん、年

・保証と点検のサイク
ルについて説明して、そ
の中で「費⽤がかかっ
てくるので、こういう形
で予算を⾒ておいてく
ださい」と説明する。 

・⽉ 1 回のパトロール
の中で気が付いたとこ
ろに加え、退去抑制や
将来的なランニングコ
スト抑制を含めプラス
アルファの価値を付け
て提案。 

・概ね１年に１回の
定期点検を⾏い、修
繕期と修繕の必要性
が合致したときに提案
する。 

・点検結果をオーナー
に報告し、その中で修
繕費⽤の予算も⼀緒
に提⽰する。オーナー
の財政的な問題等で
判断する。 
・物件の構造や規模
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    F 社 G 社 H 社 I 社 J 社 
１、２回の巡回点検
から当⾯必要な修繕
項⽬と向こう２，３、
５年などタイミングを分
けて提案。  
・新築は、収⽀検証の
段階で国交省 「賃貸
住 宅 経 営 の セ ル フ
チェックシート」を活⽤
し対象物件の修繕項
⽬と⼤規模修繕費⽤
を⾒越した積⽴計画
も併せて提案。  

・構造問わず、カラープ
ランを何パターンか準
備して提案。 

によって、⼯事内容も
異なるため、いくつかの
パターンの⾒積もりを
提⽰して、優先順位
を付けながらご提案し
ているのが現状であ
る。 
・オーナーに提案して
⼯事するのは 4 割か 5
割程度。 

  ・修繕⼯事
の進め⽅
（⼯事の発
注、施⼯、
施⼯管理等
も請け負う
のか︖） 

・部分塗装などや⼤規
模修繕は外注。 
・ 外 注 の 際 は 、 オ ー
ナーの⽴場から⼯事
会社の選定と提案の
精査、⾜場設置後の
⽴会検査、追加項⽬
の精査、現場の進捗
確 認 、 ⼯ 事 中 の 指
摘、完了検査⽴会、
記録確認に同社が関
わる。 

・グループ会社で営業
から⼯事まで全て⾏
い、その後の定期点検
を⾏う。 

・修繕⼯事は⼊居者
がおり、通常⼯事とは
段取り等を含めて異
なってくるので、施⼯し
た会社はあまりやりたが
らない。そこで管理会
社が必要になる。 

・構造躯体の保証に
関わる部分はグループ
会社で施⼯。美観、
意匠に関わる部分は、
不動産側で施⼯。 
・管理側として管理状
態を⾒て⼊居促進に
つながることであれば、
不動産で判断してオー
ナーに提案。 
・RC 造の場合、管理
期間 30 年を超えてい
る物件もあるが、修繕
の提案に対して、相⾒
積を取られることが多
いので、修繕⼯事の
受注率はあまり⾼くな
い。 

・修繕⼯事は、契約の
前段階から施⼯中の
管理まで、全て同社が
請け負う。 

② 実際に作成
した⻑期修
繕計画につ
いて、計画
期間、修繕
項⽬、修繕
周期、修繕
費について 

・既存物件は、⼤規
模修繕が必要そうな
物件を対象にオーナー
と想定保有期間を決
める。それに応じてグ
レード設定、対象外
項⽬、項⽬ごとに周期
を⽴案し提案。  

ー ・修繕項⽬は外壁、
屋根 、バル コ ニ ー防
⽔ 、 空 調 設 備 、 ⾦
物、電灯設備、給排
⽔設備等。項⽬ごとに
⽬安の修繕周期を提
⽰する。 
・物件によって、室内リ
フォームを⼊れる場合
がある。 
・中途管理物件の修
繕について、通常の建
物・躯体を守るための
改修⼯事だけでなく、
賃貸住宅の付加価値
をつける修繕⼯事も提
案する。 

・計画期間は 30 年。 
【修繕項⽬】 
・外部は、基礎、外
壁、⽞関ドア、窓回
り、屋根、外部付帯、
アンテナなど。 
・内部は、クロス、キッ
チンセットなどの設備
関係、建具、電気器
具、シロアリ 
【修繕周期】 
・10 年、15 年、20
年の定期点検時に確
認し、必要に応じて提
案。施⼯会社として⾏
う定期点検が 10 年、
20 年。15 年は管理
側で点検。 
・屋根、外壁は 15 年
を⽬安に美観上から
塗装の提案。 
・コーキングの補修は
⽬安として 10 年から
15 年。 

・10 年、15 年、30
年で、構造・⼯法別あ
るいは規模別、必要
な修繕費⽤の概ねの
⾦額を⽰してオーナー
に提供している。 
・⾒積りと実態との乖
離が発⽣したことがよく
ある。 
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    F 社 G 社 H 社 I 社 J 社 
・陸屋根の防⽔は、
10 年時に点検、その
後は都度、状況を⾒
て補修提案。 
・外構、植栽のやり替
え、駐⾞場のラインの
引き替え、ブロック、フェ
ンスのやり替えなど、外
部付帯部分は、⽬安
として 15 年から 20
年。 

(資料)ニッセイ基礎研究所作成 

 

    F 社 G 社 H 社 I 社 J 社 
③ 住⼾内リ

フォーム、リノ
ベーションに
ついて、どの
ような時期
に、どのよう
に⾏うのか、
その費⽤に
ついて 

・⻑期⼊居のあった部
屋は原状回復⼯事も
相当費⽤が掛かる。ま
た間取りが需要と相違
している可能性が⾼い
のでそのタイミングでリノ
ベーションする。 
・費⽤は交換設備にも
よるが、２LDKで250
〜350 万円程度。 
・⼊居状況が 90％を
超えている状況ではほ
とんど実施しない。  

・住⼾や建物の状態
を問わず、費⽤の⽬
安を提⽰するため、以
下３種類のプランを提
案する。 
プラン①︓原状回復
費⽤を平⽶当たりで
換算、その⾦額を家
賃から差し引かせても
らえれば、⼊退去の時
のお⾦がかからない定
額化する提案。 
プラン②︓さらにエアコ
ンや給湯器の取り換え
まで定額化する提案 
プラン③︓さらに外部
の 防 ⽔ 外 壁 塗 装 ま
で、メンテナンスにかか
るところは全部定額化
する提案。 

・管理を引け受ける際
に外装及び室内リノ
ベーションを同時に実
施することがある。 

・室内は、クロス、キッ
チン回り、建具、電気
関係。⽬安は 10 年。 
・ユニットバスは、15 年
経過以降。⼊居者の
⽅が⼊れ代わるタイミ
ングで交換する。 
・築 20〜25 年の物
件は、間取り変更を提
案。 
・シロアリは 10 年保証
が切れたところで更新
の提案。 
【中途借り上げ】 
・築 20 年以上の物件
の管理を引き受ける場
合、退室時のリフォー
ム受注といった条件が
付く。もしくは、外観や
共有部に美観上の問
題がある場合は、管
理開始前に修繕を提
案。 
・⼊居募集に影響が
出ると判断した物件
は、リフォームが必要な
ことをオーナーさんに理
解してもらう。それに応
じていただけない場合
は管理を引き受けな
い。 

・原状回復の平均単
価は 19 万円程度。 
・トイレやシステムキッチ
ンの変更などの実績が
ない。 
・同社の営業エリアや
建物の特性から、ある
程度築年数のある物
件について、室内リノ
ベーションして募集する
ケースはほとんどない。 

(資料)ニッセイ基礎研究所作成 
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(3)修繕資⾦の確保について 

図表 1-2-2-5 修繕資⾦の確保について各社の回答（A〜E 社） 
    A 社 B 社 C 社 D 社 E 社 

① オーナーに対
し、将来発
⽣する修繕
に対し、資
⾦の確保に
関する提案
の状況 

・⻑期修繕計画を渡
すときは、ここでこれくら
いの⾦額がかかるの
で、少しずつ家賃の中
から積み⽴てるよう伝
えるが、⼤規模修繕の
時期が来ると銀⾏と融
資相談ことが多い。 
・⼤規模以外の修繕
は、家賃相殺で、何
回かの分割で⼯事費
を払うケースもある。 
・地主オーナーはある
程度の⾦額を持ってい
るが、サラリーマンオー
ナーは融資が多い。 

・計画書をつくるのが
⼿間なので、⽬安だが
「建築費の 0.5〜1％
の間を毎年積み⽴て
てください」と⾔ってい
る。 

・事業計画書の中で、
⽬先の収⼊を提⽰す
るところがあり、これぐら
い残る話をしているが、
それでためている⼈は
あまりいない。 

・⾃社で定期的な修
繕でかかる費⽤につい
て経験則的にできてい
る。それをオーナーに対
し、契約時に提案する
事業試算書の中で「こ
の年度とこの年度で修
繕費がかかる」ことを説
明する。 
・銀⾏で借りて返す⻑
期計画は、35 年間の
事業試算書の中で修
繕 計 画 を 組 み ⼊ れ
る。 

・修繕費はこのくらいか
かるということを⻑期修
繕計画で提⽰してい
るので、積⽴の提案を
している。 

② 提案の⽅法
（⽣命保険
や共済など
の⾦融商品
による積み
⽴て、融資
など） 

・⾦融商品による積
⽴、融資などの提案は
していない。 

・⾃社でリフォームロー
ンの提携。 
・オーナーのメインバン
クにリフォームローンにつ
いて、電話をしてファイ
ナンス交渉を⾏うサー
ビスもある。 

・⼊退去リフォームなど
は別に商品があり、そ
ちらを案内している。 
・⻑期修繕計画には
⽣ 命 保 険 を 案 内 す
る。運⽤資⾦の 5〜
10％ぐらい多少の補
助になる。 
・⼿持ちがない場合
は、融資の案内もする
が、提携先はない。 

・修繕まで込みにした
プランがある。家賃の
○％を⽀払ってもらえ
れば修繕まで全部同
社が実施する。このプ
ランはサブリース契約の
7 割くらいのオーナーが
選んでいる。 
・残りの 3 割の物件に
ついては、将来的な修
繕費がこれだけかかる
のでそれを⽤意してお
いてくださいと説明す
る。同社の⼀括借り上
げの家賃固定期間が
○年なので、⾦融機
関を利⽤し、返済が
○年間固定⾦利とい
うパターンが多い。 
・⼯事代⾦の⾦融ロー
ン、社内ローンもあり、
そういったものを活⽤さ
れているオーナーもい
る。⾃社がオーナーに
家賃を払うときに⼯事
代⾦を差し引いて⽀
払う。 

・積⽴⽅法は株式の
運⽤も含めて提案す
るようになっている。グ
ループの証券会社が、
保険の販売、資産運
⽤のようなことを⾏って
いるので、そこで提案
をしてどう積⽴ていくか
プランを⽴てていたが、
最近はあまり保険を
使っていない。 
・賃貸住宅の修繕費
共済制度ができた折
にはオーナーに勧めると
思う。個⼈オーナーに
とっては⾮常にメリット
があるし、管理業務に
とってもメリットがある。 
・保険の活⽤も含めて
法⼈化することを勧め
ている。 

(資料)ニッセイ基礎研究所作成 
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図表 1-2-2-6 修繕資⾦の確保について各社の回答（F〜J 社） 
    F 社 G 社 H 社 I 社 J 社 

① オーナーに
対し、将来
発⽣する修
繕に対し、
資⾦の確保
に関する提
案の状況 

・積⽴があれば過不⾜
確認と不⾜時に借り
換えを含めた借⼊の
検討。 

・築年数がまだ新しい
うち、オーナーにある程
度の⽬安を確保してく
ださいとオーナーに伝え
るが、実態として、7 割
ぐらいのオーナーは確
保していない。 

・新築の場合は⻑期
修繕計画とあわせて
修 繕 費 の ⽬ 安 を 伝
え、修繕積⽴を提案
する。 
・修繕費は、年間の総
家賃収⼊、それを超え
ないぐらいが⽬安であ
る。 

・新築シミュレーション
の中で、維持管理費
や修繕積み⽴て費は
別枠で提⽰。 
・30 年間、年ごとにか
かる費⽤とトータル費
⽤を⽰し、修繕費とし
て確保するよう提案。 
・その資料を管理会社
として引き継ぐ。 

・毎⽉のキャッシュフ
ローから、10 年後、
15 年後にこの程度の
費⽤を、毎⽉の必要
な積み⽴てで事前に
確保しておくよう提案
する。 

② 提案の⽅法
（⽣命保険
や共済など
の⾦融商品
による積み
⽴て、融資
など） 

・法⼈、個⼈で違う
が、共済、⽣保は勧め
ている。別途、相続や
贈与計画にも関わる。 

・⽣命保険など最近は
あまり提案をしていな
い。 

・⽣命保険など最近は
あまり提案をしていな
い。 

・⾦融商品は持ってい
ないが、今後考えてい
きたいとは思っている。 

・融資はほとんどない、
⼿持ち資⾦のオーナー
が多い。 

(資料)ニッセイ基礎研究所作成 
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(4)⺠間賃貸住宅の計画的な修繕の普及に必要なこと 

図表 1-2-2-7 ⺠間賃貸住宅の計画的な修繕の普及に必要なことについて各社の回答 
    A 社 B 社 C 社 D 社 E 社 
  ⺠間賃貸住宅

の計画的な修
繕の普及に必
要なこととして、
何が必要か。 

・不動産オーナーは建
物に対する責任があ
るということを理解して
もらわないといけない。
特に最近増えている
サラリーマンオーナーは
⼗分理解していない。
そのことをいろいろな場
⾯でしっかりと発信し
ていただきたい。 
・資産を保全すること
に意識を向けてほしい
が、修繕しても⼗分に
経費化されずメリット
がないという制度上の
問題が⼤きいのではな
いか。 

・協会など公的機関
の主導でやっていただ
きたい。 
・基幹システムや修繕
計画書を作る独⽴シ
ステムの活⽤につい
て、不動産会社は知
識がなくてもできるとい
う環境づくり。 
・共済は準備されると
いうことだが、そこでお
⾦をきちんと運⽤して
いけばいいですよという
道筋が⾒えること。 
・オーナーの意識を変
えるには、数字にして
この規模だったら年間
いくらというものを⽰さ
ないと当事者意識が
⽣まれないので、効果
の「⾒える化」が望まし
い。 

・修繕計画を提案す
ると、これほどかかるの
かという話になり、必
要なことというのは理
解が得られない。融資
の際の資⾦⾯のフォ
ローがあれば受け⼊れ
やすいのではないか。 

・⼊居者に対して、き
ちんと修繕をしている
という国交省のお墨
付きマークを普及させ
れば、⼊居者もそれ
を⾒て部屋を選ぶよう
になる。必然的に⼊
居者を呼ぶためには
修繕が必要という流
れになるのではない
か。 

ー 

    F 社 G 社 H 社 I 社 J 社 
    ・理想は全ての建物

は計画的に修繕が⾏
われる事と考えるが、
当⾯は⻑期保有意
思がある建物所有者
に向けて実務者が実
例を作ることが必要と
考える。 
・環境整備としての期
待は、税制的な優遇
や補助⾦など「維持」
に関するメリットなどが
拡充されれば意識が
変わるかと思う。 
・地域別の優遇の⾊
分けなどあると維持の
意欲に繋がるとも考え
る。  

ー ・今後は新築時に⻑
期修繕計画を作り、
利益が上がっていると
きにいかに積み⽴てる
か、⻑期的に積み⽴
て、資産形成が守ら
れる形、経費の平準
化にどうやって持ってい
くか、その制度設計が
必要になってくると思
う。 
・7 割のオーナーが修
繕費を確保していな
い。 
・これまでは⽬安の⾦
額しか伝えられなかっ
たが、⻑期修繕共済
制度ができることで、よ
り 具 体 的 な ⾦ 額 で
⽉々積み⽴てるきっか
け に な る か も し れ な
い。 

・オーナーにとっては⻑
期安定経営が重要
であり、そのためにも
⻑期の修繕計画が
必要であることを認識
してもらう必要がある
のではないか。 
・⻑期修繕計画だけ
の話では訴求⼒がな
い。修繕ありきではな
く、建物が⻑期に耐
え得るスペック、構造
であることが基本であ
り、なおかつ⻑期修
繕計画を⽴てていけ
ば、⻤に⾦棒ではな
いだろうか。 

・毎⽉積み⽴てる修
繕費を費⽤化できれ
ばいいと思う。スキー
ムとして信託化をして
使⽤する名⽬をしっか
り確定すること。 
・ただ、使う前にご本
⼈が亡くなり相続案
件になってしまった場
合 の 取 り 扱 い の 仕
⽅、仕⽅なく物件を
売却せざるを得なく
なった場合、今まで積
み⽴てていた信託部
分をどう管理すればい
いのか、新しく買った
⽅にその分まで買い
取っていただくような法
整備が望ましい。 

(資料)ニッセイ基礎研究所作成 
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第 1 節 ⻑期修繕計画標準様式の作成 
 

 

 

 

 

 

 

1．作成の⽬的と⽅法 
1｜⽬的 
今後、計画段階で長期修繕計画を作成する際に、 策定上の参考として標準様式を示すことで、長期修

繕計画の作成の一助となることを目的とする。 

2｜⽅法 
ここでは、過去の調査報告書に掲載の長期修繕計画、各社の長期修繕計画のサンプルを基に、建物構

造別に、計画期間、修繕項目、修繕周期、修繕費について比較表を作成し、用いられている修繕項目毎

に修繕周期、修繕費について比較分析を行った。 

その上で、長期修繕計画の標準様式を作成修繕項目については各事例が採用している項目を集約、整

理して、国土交通省のガイドラインを参考にしつつ、大項目、中項目、小項目に分類した。 

修繕周期については、目安として各事例の最小値と最大値を基に幅で示すこととした。 

修繕費は物件の個別性が強いことから、修繕費そのものの目安を示すことはせずに、総修繕費の総建

築費に対する割合を幅で示し、その幅に収まっていれば適性であると判定する方式とした。 

このため、各事例について修繕項目毎に期間 35 年の合計である、「35 年間総修繕費」を算出し、それ

を年間換算した額の総建築費（税込み）に対する比率である「年間修繕費負担率」を導いた。同様の方

法で修繕項目の大項目、中項目毎の年間修繕費負担率を求めた。これら年間修繕費負担率の最小値と最

大値を基準値として示すこととした。 

また、建物・外構（共用部分）総費用、住戸内（専用部分）総費用をそれぞれ 100％として、中項目

毎の総費用構成比率を目安として示すこととした。 

なお、 計画期間を 35 年間としたのは、 一般的な融資期間に合わせたものである。融資保証する立

場から融資期間中の修繕費の適正性を判断することが適切であると考えたためである。 

さらに、修繕にかかる全ての費用が適切かどうか判定する観点から修繕費については諸経費や消費税

を含めた金額を前提とし、そのため総建築費についても税込みの額を採用することとした。 
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3｜結果 
以下に、以上の結果を示す。 

(1)対象とした⻑期修繕計画事例 

本調査の対象となる長期修繕計画の事例について、各物件のエリア別、構造別に分類した内訳は以下

の通りになる。構造別に見ると、RC 造が 24 件、鉄骨造が 5 件、木造が 9 件である。 

図表 2-1-1-1 構造別事例の内訳 
構造 No. 事例出所 階建 竣⼯年 総⼾数 

RC 造 1 事業者ヒアリング 6 階建て 1999 年 42 ⼾ 

2 事業者ヒアリング 9 階建て 2000 年 72 ⼾ 

3 事業者ヒアリング 4 階建て 2000 年 23 ⼾ 

4 事業者ヒアリング 5 階建て 2003 年 23 ⼾ 

5 事業者ヒアリング 6 階建て 2006 年 24 ⼾ 

6 事業者ヒアリング 5 階建て 1992 年 11 ⼾ 

7 事業者ヒアリング 3 階建て 2013 年 22 ⼾ 

8 事業者ヒアリング 3 階建て 2016 年 17 ⼾ 

9 事業者ヒアリング 5 階建て 1994 年 19 ⼾ 

10 国⼟交通省事例集追補版 4 階建て 2004 年 28 ⼾ 

11 国⼟交通省事例集追補版 5 階建て 2001 年 19 ⼾ 

12 国⼟交通省事例集追補版 5 階建て 2005 年 28 ⼾ 

13 国⼟交通省事例集追補版 5 階建て 2004 年 33 ⼾ 

14 国⼟交通省事例集追補版 5 階建て 1993 年 38 ⼾ 

15 国⼟交通省事例集追補版 6 階建て 2005 年 23 ⼾ 

16 国⼟交通省事例集追補版 6 階建て 2003 年 37 ⼾ 

17 国⼟交通省事例集追補版 7 階建て 2000 年 30 ⼾ 

18 国⼟交通省事例集追補版 6 階建て 2006 年 25 ⼾ 

19 国⼟交通省事例集追補版 9 階建て 2006 年 40 ⼾ 

20 事業者ヒアリング 10 階建て 2007 年 36 ⼾ 

21 事業者ヒアリング 5 階建て 1982 年 50 ⼾ 

22 事業者ヒアリング 10 階建て 2019 年 27 ⼾ 

23 事業者ヒアリング 9 階建て 2017 年 45 ⼾ 

24 事業者ヒアリング 
 
2011 年 

 

鉄⾻造 1 事業者ヒアリング 4 階建て 2004 年 4 ⼾ 

2 事業者ヒアリング 2 階建て 2004 年 12 ⼾ 

3 事業者ヒアリング 2 階建て 1987 年 4 ⼾ 

4 国⼟交通省事例集追補版 2 階建て 1994 年 8 ⼾ 

5 国⼟交通省事例集追補版 2 階建て 2008 年 6 ⼾ 

⽊造 1 事業者ヒアリング 2 階建て 2012 年 10 ⼾ 
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2 事業者ヒアリング 2 階建て 2012 年 2 ⼾ 

3 事業者ヒアリング 2 階建て 1991 年 12 ⼾ 

4 事業者ヒアリング 2 階建て 1994 年 4 ⼾ 

5 国⼟交通省事例集追補版 2 階建て 1998 年 6 ⼾ 

6 国⼟交通省事例集追補版 2 階建て 1998 年 8 ⼾ 

7 国⼟交通省事例集追補版 2 階建て 2007 年 5 ⼾ 

8 国⼟交通省事例集追補版 2 階建て 2006 年 5 ⼾ 

9 国⼟交通省事例集追補版 2 階建て 2007 年 6 ⼾ 
(資料)ニッセイ基礎研究所作成 

 

(2)修繕項⽬と修繕周期の設定 

①修繕項⽬の設定 
 修繕項目は、修繕箇所と工事内容を示したものであるが、各事例に掲載されている修繕項目は各

社の様式、物件の特性などにより様々であり、表記も微妙に異なっている。しかし、修繕箇所と

工事内容という観点から見ると、同一の修繕項目として捉えてよいと判断できるものがある。そ

のようにして、事例にある項目を絞り込んでいく。 

 さらに、国土交通省のガイドラインなどを参考に、事例に無くても一般的に修繕項目として必要

なものについては取り上げる。 

 このように、構造別にリストアップした修繕項目について、国土交通省のガイドラインを参考に、

次のように大きく、建物・外構（共用部分）に分けた上で、大項目、中項目、小項目に分類し、

これを標準的な修繕項目とした。 

 なお、中項目が、RC 造にあって、鉄骨造、木造に無いのは、鉄骨造、木造においては事例に修繕

費等の記載が無いため、後述する年間修繕費負担率を算定することができないためである。この

場合、他の中項目の中に、当該小項目を包含するかたちで整理した。 

 

図表 2-1-1-2 構造別修繕項⽬ 
項⽬ ⼤ 中 ⼩ RC 造 鉄⾻造 ⽊造 
建物・外構（共⽤部分）         
 建築 屋根・屋上（補修、防⽔、塗装） ● ● ● 
   屋根・屋上 ● ● ● 
  外壁等（補修、防⽔、塗装） ● ● ● 
   外壁塗装 ● ● ● 
    下地調整 ● ● ● 
    タイル部分貼替 ● ● ● 
    シーリング打替 ● ● ● 
    外部⾜場 ● ● ● 
    上記以外 ● ● ● 
  バルコニー・共⽤階段・廊下等（防⽔、塗装）  ●     
    バルコニー（防⽔、塗装） ● ● ● 

    共⽤階段・廊下・軒天 
 （防⽔、塗装、シート貼替） ● ● ● 

  鉄部塗装等   ● ● ● 
    鉄部等（塗装） ● ● ● 
    ⾮鉄部等（塗装） ● ● ● 
  外装部⾦物建具・外構等（修理・交換・塗装）  ●  ● 
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項⽬ ⼤ 中 ⼩ RC 造 鉄⾻造 ⽊造 
   外装部⾦物建具等（修理・交換） ● ● ● 
    集合郵便受け等 ● ● ● 
    共⽤外部建具・⼿すり等 ● ● ● 
    上記以外 ● ● ● 
   外構等（修理・交換・塗装） ● ● ● 
    塀 ● ● ● 
    駐輪場 ● ● ● 
    駐⾞場 ● ● ● 
    上記以外 ● ● ● 
 設備 給排⽔・ガス・空調換気設備（洗浄・交換）  ● ● ● 
   給排⽔設備（洗浄、交換） ● ● ● 
    給排⽔管洗浄 ● ● ● 
    給排⽔管交換 ● ● ● 
    給⽔増圧ポンプ ● ●  
    排⽔ポンプ ● ●  
    上記以外 ● ● ● 
    受⽔槽交換 ● ● ● 
    浄化槽交換 ● ● ● 
   ガス設備 ● ● ● 
    ガス管交換 ● ● ● 
    上記以外 ● ● ● 
   空調・換気設備 ● ● ● 
    空調設備交換 ● ● ● 
    換気設備交換 ● ● ● 
    上記以外 ● ● ● 
  電気・情報通信・消防設備（改修・補修・交換）  ● ●  
   電気設備（改修・交換） ● ● ● 
    照明器具交換 ● ● ● 
    電気設備盤交換 ● ● ● 
    キュービクル改修 ● ●  
    上記以外 ● ● ● 
   情報・通信設備（改修・交換） ● ● ● 
    共聴設備交換 ● ● ● 
    オートロックシステム更新 ● ● ● 
    防犯カメラ改修 ● ● ● 
    上記以外 ● ● ● 
   消防設備（補修・交換） ● ● ● 
    屋内消⽕栓ホース交換 ● ● ● 
    ⾃動⽕災報知器交換 ● ● ● 
    上記以外 ● ● ● 
  昇降機設備（補修・交換）  ● ● ● 
    エレベーター補修 ● ● ● 
    エレベーター交換 ● ● ● 
    上記以外 ● ● ● 
  ⽴体駐⾞場設備（補修・交換）  ● ●  
    ⾃⾛式駐⾞場改修 ● ●  
    機械式駐⾞場交換 ● ●  
    上記以外 ● ●  
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住⼾内（専⽤部分）     
  室内改修   ● ● ● 
    ⽔回り設備（交換） ● ● ● 
      給湯器修理・交換 ● ● ● 
      浴室乾燥機修理・交換 ● ● ● 
      温⽔洗浄便座修理・交換 ● ● ● 
      キッチン交修理・交換 ● ● ● 
      洗⾯化粧台修理・交換 ● ● ● 
      トイレユニット修理・交換 ● ● ● 
      ユニットバス修理・交換 ● ● ● 
    室内リノベーション  ●  
      上記以外 ●   
  内装部その他   ● ● ● 
    エアコン交換 ● ● ● 
    インターホン交換 ● ● ● 
    住⼾内強制換気扇改修（取替） ●   
    上記以外 ●   

(資料)ニッセイ基礎研究所作成 

 

②修繕周期 
 修繕周期も各事例一様ではない。同じ修繕項目でも異なるものがある。物件が使用している建材

の耐用年数なり、所在する気候条件などの違いを反映したものと考えられ、標準様式とは言え一

律に定める性格のものではない。 

 したがって、長期修繕計画の標準様式としては、周期目安として各事例の最小値と最大値を基に、

幅で示すこととした。実際に、事例の中でもそのように幅で示しているものも少なくない。目安

を参考に各物件の状況に応じて適切な周期を定める運用とする。 

 なお、事例に無い修繕項目については、国土交通省ガイドラインを参考に周期目安を示した。 

 一方、後述する年間修繕費負担率を算定するには、幅で示された修繕周期について、周期を定め

る必要がある。下表には各事例において取り上げている修繕項目の修繕周期を示し、それを基に

した周期目安を示しているが、赤字は事例では幅で示されていたところ、算定のために定めた周

期の記載である。 

 

図表 2-1-1-3 構造別修繕周期 
RC 造  1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 

建物・外構（共⽤部
分） 周期⽬安                         

建築 
屋根・屋上（補
修 、 防 ⽔ 、 塗
装） 

10〜15 32 15 10 10 10 10 10 15 15 10 12 10 12 12 10 12 12 10 15 8 32 18 10 10 

           10           15     

 外壁等（補修、
防⽔、塗装） 10〜15                         

 外壁塗装  16 15 10 10 10 10 10 15 12    12      15 15 16 18 10 10 
 下地調整    10   10   20                

 タイル部分貼替  32   10 10  10  20 10 12 15  12 10 12 12 10   32   10 
 シーリング打替  16  10 10 10 10 10 15 12            16 18  10 
 外部⾜場  16  10 10 10 10 10  12 10 12 15 12 12 10 12 12 10 15  16   10 
 上記以外         12     12 12 10 12 12 10      10 
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RC 造  1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 

 バ ル コ ニ ー （ 防
⽔、塗装） 10〜15 16  10 10 10 10 10  20 10 12 15 12 12 10 12 12 12 15  16  - 10 

 

共⽤階段・廊
下・軒天 
 （ 防 ⽔ 、 塗
装 、 シ ー ト 貼
替） 

 15 - 10 10 10 10 10  9 10 12 15 12 12 10 12 12 12 15  15   10 

 鉄 部 等 （ 塗
装） 5〜12 5 8 5 5 5 5 5 5 5 5 12 15 12 12 10 12 12 12 12 

5
〜
7 

5 6 10 5 

 ⾮鉄部等（塗
装） 

                      12   

 上記以外         5              6  5 

 
外 装 部 ⾦ 物 建
具等（修理・交
換） 

20                         

 集合郵便受け
等 

                        20 

 共 ⽤ 外 部 建
具・⼿すり等 

  10                     20  

 上記以外                     20     

 外構等（修理・
交換・塗装】 15〜20         15                

 塀                        10  

 駐輪場                          

 駐⾞場  15                    15    

 上記以外  1                    32    

設備 給 排 ⽔ 管 設 備
（洗浄、交換） 

  31 20                      

 給排⽔管洗浄 5 5     20  20 10    20 20 10 20 20    5 20 15  

 給排⽔管交換 30 30       20 30 10 30 10 30 30 15 30 30  15 30 30 8 5  

 給⽔増圧ポン
プ 10〜20 15   10 10 10 10 20 30 15 20        15 20 15 18 10 15 

 排⽔ポンプ 10〜20     10 10               24 20   

 上記以外      10   8   -  - -  - 30    24 8 5  

 受⽔槽交換 30 24                        

 浄化槽交換 32 24                        

 上記以外                          

 ガス設備                          

 ガス管交換 30                         

 上記以外    -                      

 空調・換気設備                          

 空調設備交換 15                         

 換気設備交換 15                         

 上記以外                          

 電 気 設 備 （ 改
修・交換） 

  -                       
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RC 造  1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 

 照明器具交換 15〜20 12     10  15 16    15   15    
10
〜
14 

12 13   

 電気設備盤交
換 30        15   30  30 30  30 30     18 20  

 キュービクル改
修 15     15                    

 上記以外                          

 情報・通信設備
（改修・交換） 

                         

 共聴設備交換 30 15 10                  
10
〜
15 

15    

 オートロックシス
テム更新 15〜20    20 20 20 15   20  15   20          

 防犯カメラ改修 10    10     -                

 上記以外                        10  

 消 防 設 備 （ 補
修・交換） 

                         

 屋 内 消 ⽕ 栓
ホース交換 10 20 -  10 10 都

度 
  20           8 20   10 

 ⾃動⽕災報知
器交換 15    15 15 10 15             25     

 上記以外                          

 昇 降 機 設 備
（補修・交換） 

                         

 エレベーター補
修 10 10 20  30 30 30 30  11  10  10 10  10 10    10 10 10 10 

 エレベーター交
換 30 30        30  30  30 30 30 30 30  25 30 30 21  30 

 上記以外                          

 
⽴ 体 駐 ⾞ 場 設
備 （ 補 修 ・ 交
換） 

                         

 ⾃⾛式駐⾞場
改修 10  -   10                    

 機械式駐⾞場
交換 30             30    30        

 上記以外                          

住⼾内（専⽤部分） 周期⽬安                         

 室内改修   31 15        20  20 20  20 20   
8
〜
12 

    

 ⽔ 回 り 設 備
（交換） 

      10         10          

 給湯器修理・
交換 10〜15  5 7 10 10  10 10  10  10   10   10 10   10   

 浴室乾燥機修
理・交換 10〜15    10 10 10 10 10  10  10      15 15   20   

 温⽔洗浄便座
修理・交換 10〜15   7 10 10 15 10 10  10  10          10   

 キ ッ チ ン 交 修
理・交換 3〜20   15 15 15 20 15 15 5 15  15      15 15   30   

 洗⾯化粧台修
理・交換 3〜20   15 15 15 15 15 15 5 15  15      15 15   25   
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RC 造  1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 

 トイレユニット修
理・交換 3〜35   15 20 20 20 20  5 20  20      15       

 ユニットバス修
理・交換 3〜35   15 20 20  20 30 5 20  20          30   

 上記以外     20 10                    

 内装部その他       10     -  - - 10 - -        

 エアコン交換 10〜20   7 10 10  10 15  10  10   10   10 10   15   

 インターホン交
換 10〜20    10 10   15 -             22   

 
住⼾内強制換
気扇改修（取
替） 

15〜20        15              20   

 上記以外        -  5                

(資料)ニッセイ基礎研究所作成 

 

鉄⾻造  1 2 3 4 5 
建物・外構（共⽤部分） 周期⽬安      

建築 屋 根 ・ 屋 上 （補 修 、 防
⽔、塗装） 10〜12 10 10〜12 10〜12 12 10 

        
 外壁等（補修、防⽔、塗

装） 10〜12      

 外壁塗装  10 15 12 12 10 
 下地調整  10     
 タイル部分貼替  10     
 シーリング打替  10     
 外部⾜場     12 10 
 上記以外     12  
 バルコニー（防⽔、塗装） 10〜12  10 10   

 
共⽤階段・廊下・軒天 
 （防⽔、塗装、シート貼
替） 

10〜12  10〜12 10〜12   

 鉄部等（塗装） 5〜12 5 8 8 12 10 
 ⾮鉄部等（塗装）       

 外装部⾦物建具等（修
理・交換） 20  20 20   

 集合郵便受け等       
 共⽤外部建具・⼿すり等       
 上記以外       

 外構等（修理・交換・塗
装】 15〜20      

 塀       
 駐輪場       
 駐⾞場       
 上記以外       

設備 給排⽔管設備（洗浄、交
換） 

  30〜35 30〜35   

 給排⽔管洗浄 5      
 給排⽔管交換 30    30  
 給⽔増圧ポンプ 10〜20 10     
 排⽔ポンプ 10〜20      
 上記以外       
 受⽔槽交換 24      
 浄化槽交換 24    30  
 上記以外       
 ガス設備       
 ガス管交換 30      
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鉄⾻造  1 2 3 4 5 
 上記以外       
 空調・換気設備       
 空調設備交換 15      
 換気設備交換 15      
 上記以外       
 電気設備（改修・交換）       
 照明器具交換 15〜20  12〜15 12〜15 30  
 電気設備盤交換 30      
 キュービクル改修 15      
 上記以外       

 情報・通信設備（改修・
交換） 

      

 共聴設備交換 30      
 オートロックシステム更新 15〜20 20     
 防犯カメラ改修 10      
 上記以外       
 消防設備（補修・交換）       
 屋内消⽕栓ホース交換 10 10     
 ⾃動⽕災報知器交換 15 15     
 上記以外       

 昇降機設備（補修・交
換） 

      

 エレベーター補修 10      
 エレベーター交換 30      
 上記以外       

 ⽴ 体 駐 ⾞ 場 設 備 （ 補
修・」交換） 

      

 ⾃⾛式駐⾞場改修 10      
 機械式駐⾞場交換 30      
 上記以外       

住⼾内（専⽤部分） 周期⽬安      
 室内改修 20〜30   30 20  
 ⽔回り設備（交換）       
 給湯器交換 10 10    10 
 浴室乾燥機交換 10 10     
 温⽔洗浄便座交換 10 10     
 キッチン交換 15 15    15 
 洗⾯化粧台交換 15 15    15 
 トイレユニット 15〜20 20    15 
 ユニットバス交換 15〜20 20    15 
 内装部その他       
 エアコン交換 10〜15 10 12〜15 12〜15  10 
 インターホン交換 10 10     

(資料)ニッセイ基礎研究所作成 

 

⽊造   1 2 3 4 5 6 7 8 9 
建物・外構（共⽤部分） 周期⽬安          

建築 屋 根 ・ 屋 上 （補 修 、 防
⽔、塗装） 10〜12   10〜12 10〜12 10 10 10  10 

            
 外壁等（補修、防⽔、塗

装） 10〜12 10 10 27 35 10 10 10 10 10 
 外壁塗装  10 10   10 10    
 下地調整  10 10        
 タイル部分貼替           
 シーリング打替           
 外部⾜場  10 10   10 10 10 10 10 
 ⽩蟻対策防除材塗布           
 上記以外      10 10    
 バルコニー（防⽔、塗装） 10〜12   10 10  10    
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⽊造   1 2 3 4 5 6 7 8 9 

 
共⽤階段・廊下・軒天 
 （防⽔、塗装、シート貼
替） 

10〜12   10〜12 10〜12      

 鉄部等（塗装） 5〜10 5 5 8 8 10 10 10 10 10 
 ⾮鉄部等（塗装）           

 外装部⾦物建具等（修
理・交換） 20          

 集合郵便受け等    20 20      
 共⽤外部建具・⼿すり等           
 上記以外           

 外構等（修理・交換・塗
装】 15〜20          

 塀      20 10    
 駐輪場           
 駐⾞場           
 上記以外           

設備 給排⽔管設備（洗浄、交
換） 

   30〜35 30〜35      

 給排⽔管洗浄 5          
 給排⽔管交換 30          
 給⽔増圧ポンプ 10〜20          
 排⽔ポンプ 10〜20          
 上記以外           
 受⽔槽交換 24          
 浄化槽交換 24          
 ガス設備           
 ガス管交換 30          
 上記以外           
 空調・換気設備           
 空調設備交換 15          
 換気設備交換 15          
 上記以外           
 電気設備（改修・交換）           
 照明器具交換 15〜20   12〜15 12〜15 10 10    
 電気設備盤交換 30          
 上記以外           

 情報・通信設備（改修・
交換） 

          

 共聴設備交換 30          
 オートロックシステム更新 15〜20          
 防犯カメラ改修 10          
 上記以外           
 消防設備（補修・交換）           
 屋内消⽕栓ホース交換 10          
 ⾃動⽕災報知器交換 15          
 上記以外       10    

 昇降機設備（補修・交
換） 

          

 エレベーター補修 10          
 エレベーター交換 30          
 上記以外           

住⼾内（専⽤部分） 周期⽬安          
 室内改修 20     20 20    
 ⽔回り設備（交換）           
 給湯器交換 10 10 10     10 10 10 
 浴室乾燥機交換 10 10 10     15 15 15 
 温⽔洗浄便座交換 10 10 10        
 キッチン交換 15 15 15     15 15 15 
 洗⾯化粧台交換 15 15 15     15 15 15 
 トイレユニット 20 20 20     15 15 15 
 ユニットバス交換 20 20 20        
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⽊造   1 2 3 4 5 6 7 8 9 
 内装部その他           
 エアコン交換 10〜15 10 10 12〜15 12〜15   10 10 10 
 インターホン交換 10 10 10        
 ⽇常修繕           

(資料)ニッセイ基礎研究所作成 

 

③修繕費 
 各事例における修繕項目毎の１回あたりの修繕費は次表のとおりである。 

 

図表 2-1-1-4 構造別 1 回あたり修繕費 
RC 造 （千円）   1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 
建物・外構（共⽤部分）総費
⽤ 

周期
⽬安 

81,000 38,000 16,100 44,580 139,700 21,530 26,500 19,652 49,954 19,060 89,105 25,240 

建築 
屋根・屋上（補修、防
⽔、塗装） 

10〜
15             

      2,500   3,700 4,435 7,000 2,200 2,800 4,000 3,817 1,000 3,990 1,200 

  
外壁等（補修、防⽔、
塗装） 

10〜
15                   1,000     

   外壁塗装   3,500 33,000 10,000 30,335 50,000 14,300 15,000 9,800 3,500       
   下地調整                   500       
   タイル部分貼替   3,000               2,000   7,005 14,140 
   シーリング打替   900             1,300 5,000 9,280     
   外部⾜場   3,000               2,000   4,915 3,510 
   上記以外                 102   1,440 1,050   

  
 バルコニー（防⽔、塗
装） 

10〜
15  1,200               2,000 650 2,905 670 

  
 共⽤階段・廊下・軒
天（防⽔、塗装、シー
ト貼替） 

  2,000               2,523       

   鉄部等（塗装） 5〜12 500 2,500 1,200 570 650 400 700 925 750 610 1,130 210 
   ⾮鉄部等（塗装）                           
                    100         

  
外 装 部 ⾦ 物 建 具 等
（修理・交換） 

20 
                        

   集合郵便受け等                           

  
 共⽤外部建具・⼿す
り等 

  
                        

   上記以外                           

  
外構等（修理・交換・
塗装】 

15〜
20                 100       

   塀                           
   駐輪場                           
   駐⾞場   1,500                       
   上記以外   1,000                       

設備 
給 排 ⽔ 管 設 備 （ 洗
浄、交換） 

  
                        

                   600 900       
   給排⽔管洗浄 5 300             200 11,000 1,200     
   給排⽔管交換 30 20,000             1,000 4,000 1,250 29,390 2,300 

  
 給⽔増圧ポンプ 

10〜
20 600     1,550 2,500 1,300 2,500       1,000   

  
 排⽔ポンプ 

10〜
20         800 250   200         

   上記以外           600               
   受⽔槽交換 30 1,500                       
   浄化槽交換 39 4,500                       
  ガス設備                           
   ガス管交換 30                         
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RC 造 （千円）   1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 
   上記以外                           
  空調・換気設備                           
   空調設備交換 15                         
   換気設備交換 15                         
   上記以外                           

  
電気設備（改修・交
換） 

  
                        

  
 照明器具交換 

15〜
20 1,000         750   100 600       

   電気設備盤交換 30               300     2,090   
   キュービクル改修 15         5,000               
   上記以外                           

  
情報・通信設備（改
修・交換） 

  
                        

   共聴設備交換 30 200                       

  
 オートロックシステム更
新 

15〜
20       3,080 3,500 1,800 3,000     3,020   3,000 

   防犯カメラ改修 10       697         7,038       
   上記以外                           
                              

  
消防設備（補修・交
換） 

  
                        

  
 屋内消⽕栓ホース交
換 

10 
300     408 4,500       160       

  
 ⾃動⽕災報知器交
換 

15 
      2,935 3,000 130 1,800           

   上記以外                           

  
昇降機設備（補修・
交換） 

  
                        

   エレベーター補修 10 1,000       12,000       700   1,500   
   エレベーター交換 30 10,000               9,000   8,500   
   上記以外                           

  
⽴体駐⾞場設備（補
修・」交換） 

  
                        

   ⾃⾛式駐⾞場改修 10         25,500               
   機械式駐⾞場交換 30                         
   上記以外                           

住⼾内（専⽤部分）総費⽤ 
周期
⽬安     5,000 37,900 48,460   9,307 11,885 14,190 45,060 34,580 40,240 

  室内改修                       32,300   
   ⽔回り設備（交換）                           

  
 給湯器修理・交換 

10〜
15     2,400 3,550 4,320   2,970 2,600   3,780   3,500 

  
 浴室乾燥機修理・交
換 

10〜
15       360 2,640   2,500 500   2,460   2,390 

  
 温⽔洗浄便座修理・
交換 

10〜
15         1,200   1,100 350   1,400   1,120 

   キッチン交修理・交換 3〜20       10,350 10,800     3,100 2,450 11,200   8,400 

  
 洗⾯化粧台修理・交
換 

3〜20 
      1,496 2,400     1,700 490 1,850   1,900 

  
 トイレユニット修理・交
換 

3〜35 
      3,289 3,600       490 4,200   5,040 

  
 ユニットバス修理・交
換 

3〜35 
      16,790 15,600     1,800 3,500 16,800   13,440 

   上記以外           4,500               
  内装部その他                       2,280   

  
 エアコン交換 

10〜
20     2,600 2,065 3,400   2,500 900   2,580   3,500 

  
 インターホン交換 

10〜
20               510 6,840       
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RC 造 （千円）   1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

  
 住⼾内強制換気扇
改修（取替） 

15〜
20               425         

   上記以外               237   420 790   950 
(資料)ニッセイ基礎研究所作成 

 

  （千円）   13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 
建物・外構（共⽤部分）総費
⽤ 

周期
⽬安 

146,380 187,710 68,840 131,270 147,640 24,790 83,530 49,150 83,800 25,359 7,018 50,508 

建築 
屋根・屋上（補修、防
⽔、塗装） 

10〜
15 3,060 7,175 3,130 760 5,340 3,170 320 1,050 4,500 678 619 2,400 

      3,060 7,175 3,130 760 5,340 3,170 320 1,800 4,500     2,400 

  
外壁等（補修、防⽔、
塗装） 

10〜
15               2,850   678 619   

   外壁塗装   11,650           5,640   3,500     1,500 
   下地調整                 12,500   3,561 2,550   
   タイル部分貼替     36,825 17,770 11,350 11,990 13,080     3,000     2,450 
   シーリング打替                   900     1,200 
   外部⾜場   8,345 8,725 3,000 10,055 8,915 3,550 7,180   3,000 1,588   2,000 
   上記以外   840 970 520 170 465 130           1,500 

  
 バルコニー（防⽔、塗
装） 

10〜
15  13,855 13,745 3,250 8,245 4,430 3,320 4,870   1,200     900 

  
 共⽤階段・廊下・軒
天  （ 防 ⽔ 、 塗 装 、
シート貼替） 

                  2,000     900 

   鉄部等（塗装） 5〜12 1,460 3,280 610 1,015 1,590 770 1,250   500 925 248 300 
   ⾮鉄部等（塗装）                     99     
                        132   320 

  
外 装 部 ⾦ 物 建 具 等
（修理・交換） 

20 
            

    
        

   集合郵便受け等                         168 

  
 共⽤外部建具・⼿す
り等 

      
  

          
    405   

   上記以外                           

  
外構等（修理・交換・
塗装】 

15〜
20                         

   塀                       450   
   駐輪場                           
   駐⾞場                   1,500       
   上記以外                   1,500       

設備 
給 排 ⽔ 管 設 備 （ 洗
浄、交換） 

  
                        

                       640 124   
   給排⽔管洗浄 5 2,000 1,200 3,280 2,000 1,200     1,000 300 158 371   
   給排⽔管交換 30 45,180 58,280 1,100 51,780 32,300   4,400 1,800 20,000 873 43   

  
 給⽔増圧ポンプ 

10〜
20             10,830   600 430   1,500 

  
 排⽔ポンプ 

10〜
20                 2,500 543 150   

   上記以外                   1,000 105     
   受⽔槽交換 30                         
   浄化槽交換 39                         
  ガス設備                           
   ガス管交換 30                         
   上記以外                           
  空調・換気設備                           
   空調設備交換 15                         
   換気設備交換 15                         
   上記以外                           

  
電気設備（改修・交
換） 
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  （千円）   13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 

  
 照明器具交換 

15〜
20 4,950   

  
5,700   

      
1,000 100     

   電気設備盤交換 30 3,630 4,180   4,180 4,020         316 100   
   キュービクル改修 15                         
   上記以外                           

  
情報・通信設備（改
修・交換） 

  
                        

   共聴設備交換 30                 300       

  
 オートロックシステム更
新 

15〜
20     5,570                   

   防犯カメラ改修 10                         
   上記以外                       750   

  
消防設備（補修・交
換） 

  
                        

  
 屋内消⽕栓ホース交
換 

10 
                2,000     3,250 

  
 ⾃動⽕災報知器交
換 

15 
              1,000         

   上記以外                           

  
昇降機設備（補修・
交換） 

  
                        

   エレベーター補修 10 1,500 1,850   1,700 1,850       1,000 450 320 500 
   エレベーター交換 30 8,500 12,000 10,000 9,300 10,150   15,930 10,000 10,000 4,200   10,000 
   上記以外                           

  
⽴体駐⾞場設備（補
修・」交換） 

  
                        

   ⾃⾛式駐⾞場改修 10                         
   機械式駐⾞場交換 30 18,000       30,000               
   上記以外                           

住⼾内（専⽤部分）総費⽤ 
周期
⽬安 59,360 69,160 6,840 76,280 54,550 13,060 32,400     15,431    

  室内改修   56,100 64,600   71,840 50,950               
   ⽔回り設備（交換）       2,430                   

  
 給湯器修理・交換 

10〜
15     2,020     2,100 4,400     781     

  
 浴室乾燥機修理・交
換 

10〜
15           1,050 8,800     987     

  
 温⽔洗浄便座修理・
交換 

10〜
15                   1,011     

   キッチン交修理・交換 3〜20           3,240 4,400     3,624     

  
 洗⾯化粧台修理・交
換 

3〜20 
          1,840 4,400     2,172     

  
 トイレユニット修理・交
換 

3〜35 
          2,630             

  
 ユニットバス修理・交
換 

3〜35 
                  3,297     

   上記以外                           
  内装部その他   3,260 4,560 1,930 4,440 3,600               

  
 エアコン交換 

10〜
20     460     1,840 4,400     1,800     

  
 インターホン交換 

10〜
20                   904     

  
 住⼾内強制換気扇
改修（取替） 

15〜
20                   855     

   上記以外             360 6,000           
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鉄⾻造      （千円） 1 2 3 4 5 
建物・外構（共⽤部分）総費⽤  周期⽬安 17,370 17,200 8,800 13,430 4,180 
  建築 屋根・屋上（補修、防⽔、塗装） 10〜15      
      屋根・屋上   900   675 260 

    
外壁、バルコニー・階段・廊下等（補修、
防⽔、塗装） 10〜15      

       外壁塗装   7,000 8,600 4,400 1,070 1,090 
       下地調整        
       タイル部分貼替        
       シーリング打替        
       外部⾜場      940 680 
       上記以外      290  
       バルコニー（防⽔、塗装）        

       共⽤階段・廊下・軒天 
 （防⽔、塗装、シート貼替）        

    
鉄部塗装等、外装部⾦物建具・外構等
（修理・交換・塗装） 5〜12 310   555 170 

       鉄部等（塗装）        

      
外装部⾦物建具等（修理・交
換） 20      

       集合郵便受け等        
       共⽤外部建具・⼿すり等        
       上記以外        
      外構等（修理・交換・塗装） 15〜20      
       塀        
       駐輪場        
       駐⾞場        
       上記以外        

  設備 
給排⽔・ガス・空調換気設備（洗浄・交
換）        

      給排⽔設備（洗浄、交換）        
       給排⽔管洗浄 5    4160  
       給排⽔管交換 30 1,300     
       給⽔増圧ポンプ 10〜20      
       排⽔ポンプ 10〜20      
       受⽔槽交換 30      
       浄化槽交換 39    2400  
      ガス設備        
       ガス管交換 30      
       上記以外        
      空調・換気設備        
       空調設備交換 15      
       換気設備交換 15      
       上記以外        

    
電気・情報通信・消防設備（改修・補
修・交換）      400  

      電気設備（改修・交換）        
       照明器具交換 15〜20      
       電気設備盤交換 30      
       キュービクル改修 15      
      情報・通信設備（改修・交換）        
       共聴設備交換 30      
       オートロックシステム更新 15〜20 860     
       防犯カメラ改修 10      
       上記以外        
      消防設備（補修・交換）        
       屋内消⽕栓ホース交換 10      
       ⾃動⽕災報知器交換 15      
       上記以外        
    昇降機設備（補修・交換）        
       エレベーター補修 10      
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鉄⾻造      （千円） 1 2 3 4 5 
       エレベーター交換 30      
       上記以外        
    ⽴体駐⾞場設備（補修・交換）        
       ⾃⾛式駐⾞場改修 10      
       機械式駐⾞場交換 30      
       上記以外        

住⼾内（専⽤部分）総費⽤ 周期⽬安 10,350  6,000 29,120 6,740 
    室内改修     3,000 13,600  
       ⽔回り設備（交換）        
         給湯器修理・交換 10〜15 350    2,000 
         浴室乾燥機修理・交換 10〜15      
         温⽔洗浄便座修理・交換 10〜15      
         キッチン交修理・交換 3〜20 1,600    1,950 
         洗⾯化粧台修理・交換 3〜20     900 
         トイレユニット修理・交換 3〜35 600    1,290 
         ユニットバス修理・交換 3〜35 2,400    690 
       室内リノベーション 15〜30    960 2,320 
    内装部その他        
       エアコン交換 10〜20 450    440 
       インターホン交換 10〜20      

(資料)ニッセイ基礎研究所作成 

 

⽊造   （千円）  1 2 3 4 5 6 7 8 9 
建物・外構（共⽤部分）総費⽤ 周期⽬安 6,440 2,910 4,900 3,349 2,160 2,522 2,794 2,801 3,583 
 建築 屋根・屋上（補修、防⽔、塗装） 10〜15          
   屋根・屋上      300 470 270  349 
  外壁等（補修、防⽔、塗装） 10〜15 5,900 2,700 4,900 3,349 730 957 1,420 1,480 2,070 
   外壁塗装      110 180    
   下地調整           
   タイル部分貼替           
   シーリング打替           
   外部⾜場      280 340 820 749 920 
   ⽩蟻対策防除材塗布           
   上記以外      370 110    
   バルコニー（防⽔、塗装）       70    

   共⽤階段・廊下・軒天 
（防⽔、塗装、シート貼替） 

          

  鉄部塗装等 5〜12 540 210   190 275 200 180 140 
   鉄部等（塗装）           
   ⾮鉄部等（塗装）           

  外装部⾦物建具・外構等（修理・交
換・塗装） 

          

   外装部⾦物建具等（修理・
交換） 

20          

   集合郵便受け等           
   共⽤外部建具・⼿すり等           
   上記以外           
   外構等（修理・交換・塗装） 15〜20          
   塀      90 70    
   駐輪場           
   駐⾞場           
   上記以外           

 設備 給排⽔・ガス・空調換気設備（洗浄・
交換） 

          

   給排⽔設備（洗浄、交換）           
   給排⽔管洗浄 5          
   給排⽔管交換 30          
   上記以外           
   受⽔槽交換 30          
   浄化槽交換 39          
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⽊造   （千円）  1 2 3 4 5 6 7 8 9 
   ガス設備           
   ガス管交換 30          
   上記以外           
   空調・換気設備           
   空調設備交換 15          
   換気設備交換 15          
   上記以外           
   電気設備（改修・交換）           
   照明器具交換 15〜20     90 30    
   電気設備盤交換 30          
   上記以外           

   情報・通信設備（改修・交
換） 

          

   共聴設備交換 30          
   オートロックシステム更新 15〜20          
   防犯カメラ改修 10          
   上記以外           
   消防設備（補修・交換）           
   屋内消⽕栓ホース交換 10          
   ⾃動⽕災報知器交換 15          
   上記以外（消化器交換）       20    
  昇降機設備（補修・交換）           
   エレベーター補修 10          
   エレベーター交換 30          
   上記以外           

住⼾内（専⽤部分）総費⽤ 周期⽬安 15,753 3,364   2,010 8,529 2,724 2,706 3,332 
  室内改修      1,370 7,680    
   ⽔回り設備（交換）           
   給湯器修理・交換 10〜15 1,349 261     420 420 490 
   浴室乾燥機修理・交換 10〜15 880 155     210 210 349 
   温⽔洗浄便座修理・交換 10〜15 490 72        
   キッチン交修理・交換 3〜20 4,000 800     790 790 949 
   洗⾯化粧台修理・交換 3〜20 657 132     370 370 440 
   トイレユニット修理・交換 3〜35 1,490 300     530 530 630 
   ユニットバス修理・交換 3〜35 5,700 1200        
  内装部その他           
   エアコン交換 10〜20 957 398     370 370 440 
   インターホン交換 10〜20 230 46        
(資料)ニッセイ基礎研究所作成 

 

(3)年間修繕費負担率の算定 

①総建築費の把握 
 最終的に、「35 年間総修繕費」を年間換算した額の「総建築費（税込み）」に対する比率である「年

間修繕費負担率」を基に、修繕費が適正かどうか判定することから、対象となる事例の総建築費

について、資料を確認し、不明な場合はヒアリング対象事業者に照会して把握した。 

 既存物件の管理を受託したケースなどで新築時の建築費を事業者が把握していない場合は、住宅

着工統計の建築費単価を延床面積に乗じることで推計した値を用いることとした。 

 延床面積が不明の場合、建築費の推定が困難であることから、今回の対象から除外した。 

②35 年間総修繕費の算定 
 各事例とも計画期間は、それぞれである。そこから 35 年間に掛かる総修繕費を算定するため、

各事例について、1 回の修繕費用が計上されている修繕項目について、その修繕周期で 35 年間に

実施される回数を 1 回あたり修繕費に乗じることで、修繕項目毎の 35 年間の総修繕費を算出し、
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それら全てを合計することで、「35 年間総修繕費」を算出した。 

「35 年間総修繕費」＝1 回あたり修繕費×35 年間の修繕回数（35 年間/修繕周期＜端数切り捨て＞）

の全修繕項目の合計 

③年間修繕費負担率の算定 
 「35 年間総修繕費」を 35 年で除して、年間修繕費を算出し、総建築費に対する年間修繕費の割

合である、年間修繕費負担率を算定した。 

「年間修繕費負担率」＝（「35 年間総修繕費」/35 年間）/「総建築費（税込み）」×100 

 延べ床面積が不明で総建築費を算出できない事例については、ここから除外する。 

下表に、以上の結果を示す。 

図表 2-1-1-5 年間修繕費負担率算定結果 

構造 No. 事例出所 計画期
間 

総建築費
（税込み、

千円） 

35 年間総
修繕費（千

円） 
年間修繕費
（千円） 

年間修繕費
負担率 

RC 造 1 事業者ヒアリング 53 年 ¥496,343 ¥142,700 ¥4,077 0.82% 

  2 事業者ヒアリング 25 年 ¥409,154 ¥86,000 ¥2,457 0.60% 

  3 事業者ヒアリング 25 年 ¥215,598 ¥82,900 ¥2,369 1.10% 

  4 事業者ヒアリング 25 年 ¥492,800 ¥190,901 ¥5,454 1.11% 

  5 事業者ヒアリング 50 年 ¥839,300 ¥431,080 ¥12,317 1.47% 

  6 事業者ヒアリング 24 年 - ¥64,190 ¥1,834 - 

  7 事業者ヒアリング 25 年 ¥312,400 ¥107,510 ¥3,072 0.98% 

  8 事業者ヒアリング 35 年 ¥286,000 ¥73,574 ¥2,102 0.74% 

  9 事業者ヒアリング 60 年 - ¥73,164 ¥2,090 - 

  10 国⼟交通省事例集追補版 60 年 ¥179,692 ¥132,530 ¥3,787 2.11% 

  11 国⼟交通省事例集追補版 60 年 ¥377,603 ¥145,930 ¥4,169 1.10% 

  12 国⼟交通省事例集追補版 60 年 ¥312,400 ¥124,590 ¥3,560 1.14% 

  13 国⼟交通省事例集追補版 60 年 ¥393,250 ¥255,150 ¥7,290 1.85% 

  14 国⼟交通省事例集追補版 60 年 ¥891,385 ¥328,910 ¥9,397 1.05% 

  15 国⼟交通省事例集追補版 60 年 ¥339,900 ¥153,420 ¥4,383 1.29% 

  16 国⼟交通省事例集追補版 60 年 ¥376,200 ¥249,620 ¥7,132 1.90% 

  17 国⼟交通省事例集追補版 60 年 ¥377,603 ¥244,010 ¥6,972 1.85% 

  18 国⼟交通省事例集追補版 60 年 ¥330,000 ¥98,850 ¥2,824 0.86% 

  19 国⼟交通省事例集追補版 60 年 ¥242,000 ¥180,870 ¥5,168 2.14% 

  20 事業者ヒアリング 49 年 - ¥66,600 ¥1,903 - 

  21 事業者ヒアリング 53 年 ¥554,893 ¥110,600 ¥3,160 0.57% 

  22 事業者ヒアリング 35 年 ¥449,038 ¥59,521 ¥1,701 0.38% 

  23 事業者ヒアリング 35 年 ¥889,800 ¥22,004 ¥629 0.07% 

  24 事業者ヒアリング 35 年 - ¥96,148 ¥2,747 - 

鉄⾻造 1 事業者ヒアリング 50 年 ¥66,000 ¥60,230 ¥1,721 2.61% 
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構造 No. 事例出所 計画期
間 

総建築費
（税込み、

千円） 

35 年間総
修繕費（千

円） 
年間修繕費
（千円） 

年間修繕費
負担率 

  2 事業者ヒアリング - ¥143,440 ¥34,400 ¥983 0.69% 

  3 事業者ヒアリング - ¥21,452 ¥20,600 ¥589 2.74% 

  4 国⼟交通省事例集追補版 40 年 ¥97,559 ¥32,220 ¥921 0.94% 

  5 国⼟交通省事例集追補版 50 年 ¥53,900 ¥19,450 ¥556 1.03% 

⽊造 1 事業者ヒアリング 49 年 ¥89,100 ¥49,702 ¥1,420 1.59% 

  2 事業者ヒアリング 40 年 ¥33,000 ¥15,730 ¥449 1.36% 

  3 事業者ヒアリング - ¥33,843 ¥4,900 ¥140 0.41% 

  4 事業者ヒアリング - ¥38,664 ¥3,349 ¥96 0.25% 

  5 国⼟交通省事例集追補版 40 年 ¥26,149 ¥7,670 ¥219 0.84% 

  6 国⼟交通省事例集追補版 40 年 ¥60,753 ¥15,246 ¥436 0.72% 

  7 国⼟交通省事例集追補版 40 年 ¥38,390 ¥14,300 ¥409 1.06% 

  8 国⼟交通省事例集追補版 40 年 ¥44,880 ¥13,397 ¥383 0.85% 

  9 国⼟交通省事例集追補版 40 年 ¥46,200 ¥17,963 ¥513 1.11% 
(資料)ニッセイ基礎研究所作成 

 

 ＲＣ造の、中央値は 1.10％、平均値は 1.16％である。 

 鉄骨造の、中央値は 1.03％、平均値は 1.06％である。 

 木造の、中央値は 0.85％、平均値は 0.91％である。 
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④修繕項⽬毎の年間修繕費負担率 
 以上と同様の方法で、修繕項目の中項目毎に年間修繕費負担率を算定した。その結果は次表のと

おりである。 

 

図表 2-1-1-6 修繕項⽬毎の年間修繕費負担率 
ＲＣ造 

     

総修繕費 
  

0.07% 〜 2.14% 

建物・外構（共⽤部分）総費⽤ 0.25% 〜 1.46%  
建築 屋根・屋上（補修、防⽔、塗装） 0.01% 〜 0.15%   

外壁等（補修、防⽔、塗装） 0.03% 〜 0.54%   
バルコニー・共⽤階段・廊下等（防⽔、塗装） 0.01% 〜 0.20%   
鉄部塗装等 0.01% 〜 0.11%   
外装部⾦物建具・外構等（修理・交換・塗装） 0.02% 〜 0.22%  

設備 給排⽔・ガス・空調換気設備（洗浄・交換） 0.03% 〜 0.41%   
電気・情報通信・消防設備（改修・補修・交換） 0.00% 〜 0.12%   
昇降機設備（補修・交換） 0.04% 〜 0.19%   
⽴体駐⾞場設備（補修・交換） 0.13% 〜 0.26% 

住⼾内（専⽤部分）総費⽤ 0.13% 〜 1.24%   
室内改修 0.10% 〜 1.11%   
内装部その他 0.03% 〜 0.17% 

鉄⾻造 
     

総修繕費 
  

0.69% 〜 2.74% 

建物・外構（共⽤部分）総費⽤ 0.55% 〜 2.34%  
建築 屋根・屋上（補修、防⽔、塗装） 0.04% 〜 0.12%   

外壁、バルコニー・階段・廊下等（補修、防⽔、塗装） 0.13% 〜 1.17%   
鉄部塗装等、外装部⾦物建具・外構等（修理・交換・塗装） 0.13% 〜 1.17%  

設備 給排⽔・ガス・空調換気設備（洗浄・交換） 0.17% 〜 0.19%   
電気・情報通信・消防設備（改修・補修・交換） 0.01% 〜 0.04%   
昇降機設備（補修・交換） 0.04% 〜 0.19%   
⽴体駐⾞場設備（補修・交換） 0.13% 〜 0.26% 

住⼾内（専⽤部分）総費⽤ 0.69% 〜 0.80%   
室内改修 0.31% 〜 0.40%   
内装部その他 0.06% 〜 0.07% 

(資料)ニッセイ基礎研究所作成 
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⽊造 

総修繕費 
  

0.25% 〜 1.59% 

建物・外構（共⽤部分）総費⽤ 0.25% 〜 0.83%  
建築 屋根・屋上（補修、防⽔、塗装） 0.06% 〜 0.10%   

外壁、バルコニー・階段・廊下等（補修、防⽔、塗装） 0.17% 〜 0.70%   
鉄部塗装等 0.03% 〜 0.13%   
外装部⾦物建具・外構等（修理・交換・塗装） 0.01% 〜 0.01%  

設備 設備等（洗浄・交換・改修・補修） 0.01% 〜 0.03%   
昇降機設備（補修・交換） 0.04% 〜 0.19% 

住⼾内（専⽤部分）総費⽤ 0.15% 〜 0.90%   
室内改修 0.15% 〜 0.79%   
内装部その他 0.07% 〜 0.12% 

(資料)ニッセイ基礎研究所作成 

 

(4)修繕項⽬毎修繕費の構成⽐率 

事例毎に、35 年間の修繕費全体に対する、修繕項目毎の修繕費の比率を算出し、その平均値を修繕項

目毎の修繕費構成比率目安として示し、長期修繕計画を作成する際の参考にしてもらうこととする。 

修繕項目の構成比率は、建物・外構（共用部分）と住戸内（専用部分）では、性格が異なることから、

それぞれの総費用を 100％として、中項目毎の総費用構成比率を算出した。その結果は次表のとおりで

ある。 

 

図表 2-1-1-7 修繕項⽬毎修繕費の構成⽐率 
RC 造   1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 

建物・外構（共⽤部分）総費⽤ 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 

建築 屋根・屋上（補修、防⽔、塗装） 1.8%  19.2% 10.3% 6.2% 10.3% 10.5% 16.6% 12.7% 5.5% 7.0% 6.7% 

  外壁等（補修、防⽔、塗装） 12.5% 76.7% 51.8% 70.4% 44.5% 66.8% 56.0% 46.5% 22.0% 58.7% 21.0% 65.4% 

  
バルコニー・共⽤階段・廊下等（防
⽔、塗装） 

4.5%        4.4% 3.6% 5.1% 2.5% 

  鉄部塗装等 2.5% 11.6% 14.5% 3.1% 1.3% 4.4% 6.1% 14.9% 1.6% 7.8% 2.0% 0.8% 

  
外装部⾦物建具・外構等（修理・
交換・塗装） 

26.6%        0.3%    

設備 
給排⽔・ガス・空調換気設備（洗
浄・交換） 

20.5%   3.6% 3.5% 7.2% 9.3% 5.4% 10.5% 11.1% 26.7% 12.8% 

  
電気・情報通信・消防設備（改
修・補修・交換） 

1.9%   9.5% 9.8% 6.9% 12.0% 1.7% 1.0% 5.5% 1.8% 11.1% 

  昇降機設備（補修・交換） 9.1%    3.6%    15.3%  11.4%  

  ⽴体駐⾞場設備（補修・交換）     22.7%        

住⼾内（専⽤部分）総費⽤ 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 

  室内改修   48.0% 90.0% 89.1%  72.4% 85.6% 94.3% 90.0% 
100.0

% 
85.1% 

  内装部その他   52.0% 10.0% 10.9%  27.6% 14.4% 5.7% 10.0%  14.9% 
(資料)ニッセイ基礎研究所作成 
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RC 造   13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 
建物・外構（共⽤部分）総費⽤ 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 

建築 屋根・屋上（補修、防⽔、塗装） 3.1% 5.4% 7.0% 0.9% 5.5% 13.7% 0.5% 11.7% 4.1% 1.8% 8.4% 7.5% 
  外壁等（補修、防⽔、塗装） 20.9% 35.2% 47.6% 24.3% 22.1% 72.3% 21.5% 37.5% 16.1% 13.3% 34.8% 27.0% 

  
バルコニー・共⽤階段・廊下等（防
⽔、塗装） 13.9% 10.4% 7.3% 9.3% 4.6% 9.6% 8.2%   5.8%     5.6% 

  鉄部塗装等 1.5% 2.5% 1.4% 1.1% 1.6% 2.2% 2.1%   3.2% 14.2% 3.4% 4.5% 

  
外装部⾦物建具・外構等（修理・
交換・塗装）                 4.1%   8.0% 0.2% 

設備 
給排⽔・ガス・空調換気設備（洗
浄・交換） 23.7% 22.5% 9.0% 30.3% 22.4%   25.5% 4.2% 24.2% 12.3% 18.3% 3.1% 

  
電気・情報通信・消防設備（改
修・補修・交換） 6.8% 1.6% 4.1% 8.8% 2.1%     1.5% 4.2% 1.3% 10.7% 10.1% 

  昇降機設備（補修・交換） 6.5% 6.6% 7.4% 8.1% 8.1%   13.4% 15.0% 11.8% 14.3% 4.4% 12.0% 
  ⽴体駐⾞場設備（補修・」交換） 9.0%       15.5%               
住⼾内（専⽤部分）総費⽤ 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 

  室内改修 
100.0

% 
100.0

% 69.7% 
100.0

% 
100.0

% 81.2% 78.6%     74.3%     
  内装部その他     30.3%     18.8% 21.4%     25.7%     
(資料)ニッセイ基礎研究所作成 

 

鉄⾻造   1 2 3 4 5 

建物・外構（共⽤部分）総費⽤      

建築 屋根・屋上（補修、防⽔、塗装） 5.2%   7.3% 6.5% 

  
外壁、バルコニー・階段・廊下等
（補修、防⽔、塗装） 

40.7% 50.0% 50.0% 24.7% 44.6% 

  
鉄部塗装等、外装部⾦物建具・
外構等（修理・交換・塗装） 

4.2%   6.0% 4.3% 

設備 
給排⽔・ガス・空調換気設備（洗
浄・交換） 

7.6%   35.2%  

  
電気・情報通信・消防設備（改
修・補修・交換） 

1.7%   2.1%  

住⼾内（専⽤部分）総費⽤      

  室内改修 84.3%  100.0
% 

100.0
% 

82.5% 

  内装部その他 15.7%    17.5% 
(資料)ニッセイ基礎研究所作成 

 

⽊造   1 2 3 4 5 6 7 8 9 

建物・外構（共⽤部分）総費⽤          

建築 屋根・屋上（補修、防⽔、塗装）     14.3% 18.6% 10.0%  10.0% 

  外壁等（補修、防⽔、塗装） 82.4% 84.6% 100.0% 100.0% 71.0% 65.7% 82.7% 92.5% 85.9% 

  鉄部塗装等 17.6% 15.4%   9.0% 10.9% 7.4% 7.5% 4.0% 

  
外装部⾦物建具・外構等（修理・
交換・塗装） 

    1.4% 2.8%    

設備 
給排⽔・ガス・空調換気設備（洗
浄・交換） 

    4.3% 2.0%    

住⼾内（専⽤部分）総費⽤          

  室内改修 87.4% 78.4%   100.0% 100.0% 82.0% 82.0% 82.5% 

  内装部その他 12.6% 21.6%     18.0% 18.0% 17.5% 
(資料)ニッセイ基礎研究所作成 
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2．構造別⻑期修繕計画標準様式の作成 
(1)基本情報 

以上のように、 収集した長期修繕計画事例を基に、 修繕項目と修繕周期の目安を設定し、計画期間

35 年間の長期修繕計画標準様式を、 構造別に作成した。 

標準様式では、以上の情報の他、対象物件における次の基本情報を記入することとした。 

 物件名、家主名、所在地、構造、延床面積、総戸数、住棟数、階数地上、階数地下、総建築費用

（税込み）、竣工年（計画初年） 

(2)記⼊⽅法 

記入方法は、次のように想定した。 

①基本情報の記入。 

②修繕周期目安を参考に、修繕項目毎に修繕周期を設定し記入。 

③修繕項目の小項目の、修繕周期に該当する欄に、修繕費を記入（修繕費は工事に必要な諸経費を含

む税別額を記入）。 

④年次毎修繕項目の中項目毎に、小項目の修繕費の合計を算出して記入。 

⑤年次毎、建物・外構（共用部分）、住戸内（専用部分）毎に中項目毎の合計値を合計して記入。さら

にそれらの合計値を「建物・外構（共用部分）＋住戸内（専用部分）合計」欄に記入。 

⑥「合計」の列に、修繕項目毎に 35 年間の修繕費を合計し、消費税額を算出して、税込み合計を記

入。 

 

なお、④～⑥は、PC 上で入力するスプレッドシート形式の様式では自動計算されるように設定する。 

(3)標準様式 

次頁に RC 造、鉄骨造、木造の長期修繕計画標準様式を示す。 
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図表 2-1-2-1 構造別⻑期修繕計画標準様式 
RC 造 

 
(資料)ニッセイ基礎研究所作成 

  

物件名 構造 RC 造 総⼾数 ⼾ 階数地上 階 ①総建築費（税込み）(A) 千円

家主名 延べ床⾯積 ㎡ 住棟数 棟 階数地下 階 竣⼯年（計画初年） 年

所在地
列1 列2 列3 列4 列5 列52 列6 列7 列8 列9 列10 列11 列12 列13 列14 列15 列16 列17 列18 列19 列20 列21 列22

暦年 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039

項⽬ ⼤ 中 ⼩ 経年 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16
建物・外構（共⽤部分）＋住⼾内（専⽤部分）合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
建物・外構（共⽤部分）総費⽤ 周期⽬安 設定周期 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

建築 屋根・屋上（補修、防⽔、塗装） 10〜15 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　屋根・屋上

外壁等（補修、防⽔、塗装） 10〜15 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　外壁塗装
　下地調整
　タイル部分貼替
　シーリング打替
　外部⾜場
　上記以外

バルコニー・共⽤階段・廊下等（防⽔、塗装） 10〜15 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　バルコニー（防⽔、塗装）
　共⽤階段・廊下・軒天（防⽔、塗装、シート貼替）

鉄部塗装等 5〜12 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　鉄部等（塗装）
　⾮鉄部等（塗装）

外装部⾦物建具・外構等（修理・交換・塗装） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
外装部⾦物建具等（修理・交換） 20
　集合郵便受け等
　共⽤外部建具・⼿すり等
　上記以外

外構等（修理・交換・塗装） 15〜20
　塀
　駐輪場
　駐⾞場
　上記以外

設備 給排⽔・ガス・空調換気設備（洗浄・交換） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
給排⽔設備（洗浄、交換）
　給排⽔管洗浄 5
　給排⽔管交換 30
　給⽔増圧ポンプ 10〜20
　排⽔ポンプ 10〜20
　上記以外

　受⽔槽交換 30
　浄化槽交換 39

ガス設備
　ガス管交換 30
　上記以外

空調・換気設備
　空調設備交換 15
　換気設備交換 15
　上記以外

電気・情報通信・消防設備（改修・補修・交換） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
電気設備（改修・交換）
　照明器具交換 15〜20
　電気設備盤交換 30
　キュービクル改修 15
　上記以外

情報・通信設備（改修・交換）
　共聴設備交換 30
　オートロックシステム更新 15〜20
　防犯カメラ改修 10
　上記以外

消防設備（補修・交換）
　屋内消⽕栓ホース交換 10
　⾃動⽕災報知器交換 15
　上記以外

昇降機設備（補修・交換） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　エレベーター補修 10
　エレベーター交換 30
　上記以外

⽴体駐⾞場設備（補修・」交換） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　⾃⾛式駐⾞場改修 10
　機械式駐⾞場交換 30
　上記以外

住⼾内（専⽤部分）総費⽤ 周期⽬安 設定周期 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
室内改修 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　⽔回り設備（交換）
　　　給湯器修理・交換 10〜15
　　　浴室乾燥機修理・交換 10〜15
　　　温⽔洗浄便座修理・交換 10〜15
　　　キッチン交修理・交換 3〜20
　　　洗⾯化粧台修理・交換 3〜20
　　　トイレユニット修理・交換 3〜35
　　　ユニットバス修理・交換 3〜35
　　　上記以外

内装部その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　エアコン交換 10〜20
　インターホン交換 10〜20
　住⼾内強制換気扇改修（取替） 15〜20
　上記以外

2023



 

 53

 
 

 
(資料)ニッセイ基礎研究所作成 

  

（単位︓千円、年）
列23 列24 列25 列26 列27 列28 列29 列30 列31 列32 列33 列34 列35 列36 列37 列38 列39 列40 列41 列42 列422 列423

2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050 2051 2052 2053 2054 2055 2056 2057 2058 合計
消費税
10％

税込み合
計(a)

17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 ↓②35年間総修繕費
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0
0
0
0
0
0
0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0
0
0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0
0
0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0
0
0
0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0
0
0
0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0
0
0
0
0
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鉄⾻造 

 
(資料)ニッセイ基礎研究所作成 

 

 

 

物件名 構造 鉄⾻ 造 総⼾数 ⼾ 階数地上 階 ①総建築費（税込み）(A) 千円

家主名 延べ床⾯積 ㎡ 住棟数 棟 階数地下 階 竣⼯年（計画初年） 年

所在地
列1 列2 列3 列4 列5 列52 列6 列7 列8 列9 列10 列11 列12 列13 列14 列15 列16 列17 列18 列19 列20 列21 列22

暦年 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039

項⽬ ⼤ 中 ⼩ 経年 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16
建物・外構（共⽤部分）＋住⼾内（専⽤部分）合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
建物・外構（共⽤部分）総費⽤ 周期⽬安 設定周期 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

建築 屋根・屋上（補修、防⽔、塗装） 10〜15 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　屋根・屋上

外壁等（補修、防⽔、塗装） 10〜15 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　外壁塗装
　下地調整
　タイル部分貼替
　シーリング打替
　外部⾜場
　上記以外

　バルコニー（防⽔、塗装） 10〜15
　共⽤階段・廊下・軒天（防⽔、塗装、シート貼替）

鉄部塗装等、外装部⾦物建具・外構等（修理・交換・塗装） 5〜12 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　鉄部等（塗装）
　⾮鉄部等（塗装）

外装部⾦物建具等（修理・交換） 20

　集合郵便受け等
　共⽤外部建具・⼿すり等
　上記以外

外構等（修理・交換・塗装） 15〜20

　塀
　駐輪場
　駐⾞場
　上記以外

設備 給排⽔・ガス・空調換気設備（洗浄・交換） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
給排⽔設備（洗浄、交換）
　給排⽔管洗浄 5

　給排⽔管交換 30

　給⽔増圧ポンプ 10〜20

　排⽔ポンプ 10〜20

　上記以外

　受⽔槽交換 30

　浄化槽交換 39

ガス設備
　ガス管交換 30

　上記以外

空調・換気設備
　空調設備交換 15

　換気設備交換 15

　上記以外

電気・情報通信・消防設備（改修・補修・交換） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
電気設備（改修・交換）
　照明器具交換 15〜20

　電気設備盤交換 30

　キュービクル改修 15

　上記以外

情報・通信設備（改修・交換）
　共聴設備交換 30

　オートロックシステム更新 15〜20

　防犯カメラ改修 10

　上記以外

消防設備（補修・交換）
　屋内消⽕栓ホース交換 10

　⾃動⽕災報知器交換 15

　上記以外

昇降機設備（補修・交換） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　エレベーター補修 10

　エレベーター交換 30

　上記以外

⽴体駐⾞場設備（補修・」交換） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　⾃⾛式駐⾞場改修 10

　機械式駐⾞場交換 30

　上記以外

住⼾内（専⽤部分）総費⽤ 周期⽬安 設定周期 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
室内改修 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　⽔回り設備（交換）
　　　給湯器修理・交換 10〜15

　　　浴室乾燥機修理・交換 10〜15

　　　温⽔洗浄便座修理・交換 10〜15

　　　キッチン交修理・交換 3〜20

　　　洗⾯化粧台修理・交換 3〜20

　　　トイレユニット修理・交換 3〜35

　　　ユニットバス修理・交換 3〜35

　室内リノベーション 15〜30

内装部その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　エアコン交換 10〜20

　インターホン交換 10〜20

2023
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(資料)ニッセイ基礎研究所作成 

 

 

  

（単位︓千円、年）
列23 列24 列25 列26 列27 列28 列29 列30 列31 列32 列33 列34 列35 列36 列37 列38 列39 列40 列41 列42 列422 列423

2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050 2051 2052 2053 2054 2055 2056 2057 2058 合計
消費税
10％

税込み合計
(a)

17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 ↓②35年間総修繕費
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0
0
0
0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0
0
0
0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0
0
0
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⽊造 

 
(資料)ニッセイ基礎研究所作成 

  

物件名 構造 ⽊ 造 総⼾数 ⼾ 階数地上 階 ①総建築費（税込み）(A) 千円

家主名 延べ床⾯積 ㎡ 住棟数 棟 階数地下 階 竣⼯年（計画初年） 年

所在地
列1 列2 列3 列4 列5 列52 列6 列7 列8 列9 列10 列11 列12 列13 列14 列15 列16 列17 列18 列19 列20 列21 列22

暦年 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039

項⽬ ⼤ 中 ⼩ 経年 0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16
建物・外構（共⽤部分）＋住⼾内（専⽤部分）合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

建物・外構（共⽤部分）総費⽤ 周期⽬安 設定周期 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
建築 屋根・屋上（補修、防⽔、塗装） 10〜15 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　屋根・屋上

外壁等（補修、防⽔、塗装） 10〜15 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　外壁塗装

　下地調整

　タイル部分貼替

　シーリング打替

　外部⾜場

　上記以外

　バルコニー（防⽔、塗装） 10〜15

　共⽤階段・廊下・軒天（防⽔、塗装、シート貼替）

鉄部塗装等 5〜12 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　鉄部等（塗装）

　⾮鉄部等（塗装）

外装部⾦物建具・外構等（修理・交換・塗装） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
外装部⾦物建具等（修理・交換） 20

　集合郵便受け等

　共⽤外部建具・⼿すり等

　上記以外

外構等（修理・交換・塗装） 15〜20

　塀

　駐輪場

　駐⾞場

　上記以外

設備 給排⽔・ガス・空調換気設備（洗浄・交換） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
給排⽔設備（洗浄、交換）

　給排⽔管洗浄 5

　給排⽔管交換 30

　上記以外

　受⽔槽交換 30

　浄化槽交換 39

ガス設備

　ガス管交換 30

　上記以外

空調・換気設備

　空調設備交換 15

　換気設備交換 15

　上記以外

電気設備（改修・交換）

　照明器具交換 15〜20

　電気設備盤交換 30

　上記以外

情報・通信設備（改修・交換）

　共聴設備交換 30

　オートロックシステム更新 15〜20

　防犯カメラ改修 10

　上記以外

消防設備（補修・交換）

　屋内消⽕栓ホース交換 10

　⾃動⽕災報知器交換 15

　上記以外（消化器交換）

昇降機設備（補修・交換） 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　エレベーター補修 10

　エレベーター交換 30

　上記以外

住⼾内（専⽤部分）総費⽤ 周期⽬安 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
室内改修 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

　⽔回り設備（交換）

　　　給湯器修理・交換 10〜15

　　　浴室乾燥機修理・交換 10〜15

　　　温⽔洗浄便座修理・交換 10〜15

　　　キッチン交修理・交換 3〜20

　　　洗⾯化粧台修理・交換 3〜20

　　　トイレユニット修理・交換 3〜35

　　　ユニットバス修理・交換 3〜35

内装部その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
　エアコン交換 10〜20

　インターホン交換 10〜20

2023
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(資料)ニッセイ基礎研究所作成 

 

（単位︓千円、年）
列23 列24 列25 列26 列27 列28 列29 列30 列31 列32 列33 列34 列35 列36 列37 列38 列39 列40 列41 列42 列422 列423

2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050 2051 2052 2053 2054 2055 2056 2057 2058 合計
消費税
10％

税込み合計
(a)

17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 ↓②35年間総修繕費
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0
0
0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0
0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0
0
0
0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0
0
0
0
0
0
0
0
0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
0
0
0
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(4)修繕項⽬と修繕周期についての解説 

審査申込者が標準様式を用いる場合に、記入上迷いを生じることが予想される点について、次のとお

り補足する。 

１．建物・外構（共⽤部分） 

１-a．建築 
■屋根・屋上（補修、防⽔、塗装） 

・建物形状によっては、塔屋、ルーフバルコニー、庇、笠⽊、パラペット、設備⽤架台の天
端等も対象になります。 

・⾜場が必要になるので、部分補修を除き修繕周期は外壁と同時が望ましいと考えられます。 
■外壁等（補修、防⽔、塗装） 

・シーリングは、外壁⽬地、建具周り、部材接合部等が対象になります。 
・鉄部等（塗装）は、１）鉄部⾬掛かり部の⼿すり等、２）鉄部⾮⾬掛かり部の共⽤部ドア・

住⼾⽞関ドア、３）⾮鉄部のサッシ・⾯格⼦・ドア・⼿すり・避難ハッチ等が対象になり
ます。 

・鉄部⾬掛かり部は、新築時の塗装材や⽴地環境によって劣化度合いが変わるので、修繕周
期はそれらを踏まえて設定することが望ましいと考えられます。 

■外装部⾦物・建具等（修理・交換） 
・記載項⽬の他に、掲⽰板、笠⽊、架台、メーターボックス扉、パイプスペース扉等も対象

になります。 
・使⽤頻度や⽴地環境によって劣化度合いが変わるので、修繕周期はそれらを踏まえて設定

することが望ましいと考えられます。 
■外構等（修理・交換・塗装） 

・記載項⽬の他に、敷地内舗装、ゴミ集積所、植栽等も対象になります。 
・使⽤頻度や⽴地環境によって劣化度合いや⽣育状況が変わるので、修繕周期はそれらを踏

まえて設定することが望ましいと考えられます。 
 
１‒b．設備 
■電気設備 

・建物の規模によっては、避雷針設備、⾃家発電設備等も対象になります。 
■情報・通信設備 

・共聴設備は、アンテナ、増幅器、分配器等が対象になります。 
■消防設備 

・建物の規模によっては、連結送⽔管設備も対象になります。 
■給排⽔設備 

・排⽔管は、雑排⽔管、汚⽔管、⾬⽔管が対象になります。 
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２．住⼾内（専⽤部分） 

２-a．室内改修 
２‒b．内装部その他 

・賃貸建物の修繕計画に必要な項⽬です。 
以上 
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(5)記⼊⽅法の解説 

図表 2-1-2-2 記⼊⽅法の解説 

 
(資料)ニッセイ基礎研究所作成 

 

 

 

 



 

 

 

第 3 章 修繕資⾦確保⽅策の検討 
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第 1 節 ヒアリングから把握した状況 
 

 

 

 

 

 

 

1．修繕資⾦確保の提案 
従来、長期修繕計画を定めて計画的に修繕を実施することで、長期に資産価値を維持し、入居率の低

下を防ぐ対策を施したとしても、実際に修繕工事をする際に、家主がその資金を確保しておらず、適時

に実施することができないという課題があった。これに対し、事業者によっては、金融商品を活用して

家賃収入の一部を積み立てるなどの提案をしてきているが、積み立てた資金を確実に修繕資金として支

出することを担保することがさらなる課題となっていた。 

今回も、第 1章に示したヒアリングで修繕資金確保やその提案方法の取り組み状況について把握した。

その結果について、ここで改めてまとめると、ヒアリング対象とした 10 社全てが長期修繕計画を作成

している事業者であった。そのうち 7 社では長期修繕計画の重要性を認識し計画を作成している事業者

であり、いずれの事業者も家主に対し、将来発生する修繕工事費用の目安を示して、確保の必要性を伝

え、積み立て等を促し、必要に応じて融資の活用を提案している。中には、一時的に事業者が修繕費を

負担し、その分を家賃収入から相殺して支払う運用をしている事業者もある。 

積み立て等修繕資金確保の方法として提案していることとしては、生命保険や共済を提案している事

業者が 3 社あり、その中には、金融商品の提案だけでなく株式の運用など賃貸住宅以外の家主の資産を

活用して修繕費を確保する提案を行っている事業者もある。 

一方、一括借り上げの中に修繕まで組み込んだプランを用意し、それを利用する場合家主が特別に修

繕費を確保しなくてもよいという賃貸事業により、従来の課題の一切を克服している事業者がある。 

しかし、５社は具体的な確保の方法は提案していない。その中には以前は保険などの金融商品を提案

していたが、最近はしていないという事業者もおり、その理由として、家主にとって積み立てるメリッ

トが乏しいといった理由を挙げている。株式運用も含めた提案をしている事業者も、以前は生命保険を

勧めていたが、最近は少なくなったと回答している。 

以上から、一括借り上げに修繕費を組み入れたプランを利用するケース以外、修繕資金確保は依然と

して課題であることが理解できた。 
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図表 3-1-1-1 修繕資⾦確保の提案に関するヒアリング結果 
 修繕資⾦の確保の提案 提案する確保の⽅法 

Ａ  ⻑期修繕計画に基づき家賃収⼊から積⽴を促す 
 ⼤規模修繕の場合融資を活⽤ 
 ⼤規模修繕以外の修繕では家賃相殺で⼯事費を

分割⽀払いもある 

 ⾦融商品の提案はしていない 

Ｂ  建築費の 0.5〜1.0％を毎年積み⽴てるよう促す  提携のリフォームローンを提案する 

Ｃ  事業計画に基づき家賃収⼊の⼀部貯蓄するよう促
す 

 ⽣命保険を案内する 
 融資の案内もする 

Ｄ  事業計画書に修繕計画を組み⼊れており、修繕費
が必要になることを説明する 

 ⼀括借り上げに修繕まで組み込んだプランがあり 7
割が利⽤ 
 残り３割には修繕費の確保を促す 
 ⼯事代⾦の家賃相殺もある 

Ｅ  ⻑期修繕計画に基づき修繕費の積⽴を提案する  株式運⽤、保険販売等積⽴プランを提案 
 法⼈化を勧める 

Ｆ  修繕の際に積⽴があるかどうかの確認及び借⼊の検
討 

 共済、⽣命保険を勧める 

Ｇ  修繕費の⽬安を⽰し確保を促す  提案していない 

Ｈ  ⻑期修繕計画に基づき積⽴を提案 
 年間総家賃収⼊程度を⽬安に確保を促す 

 提案していない 

Ｉ  年次修繕費、30 年間トータルの修繕費を⽰し確保
を促す 

 提案していない。今後考えたい 

Ｊ  10、15 年後に必要な資⾦を⽰し毎⽉積み⽴てる
よう提案 

 提案していない 

(資料)ニッセイ基礎研究所作成 
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第 2 節 賃貸修繕積⽴共済 
 

 

 

 

 

 

 

前節で示した状況の中、2021 年 11 月に、賃貸住宅修繕費共済制度の創設が公表された。これは、将

来必要になる賃貸住宅の修繕費を、共済掛け金として積み立てることで、それが損金算入でき、修繕実

施費用が共済金として支払われる制度である。 

全国賃貸管理ビジネス協会、公益財団法人日本賃貸住宅管理協会、公益社団法人全国賃貸住宅経営者

協会連合会の３団体が協力して検討を行い、2021 年 10 月に認可を得て、全国賃貸住宅修繕共済協同組

合（東京都中央区）が提供するもので、2022 年 5 月から運用が開始された。 

1．制度概要 
入手したパンフレットから制度の概要を整理すると次のようになる。 

①共済の対象となる建物と建物の築年数 
 賃貸に供している住宅及び賃貸に供している店舗等併用住宅（住宅全体の延床面積のうち、店舗

等部分の床面積が 50％以下） 

 木造（軽量鉄骨造）の場合は築 30 年以内、それ以外は築 40 年以内 

②⽀払事由 
 賃貸住宅修繕共済は、修繕共済と火災修繕共済を組み合わせた共済金制度となっている。 

＜修繕共済＞ 
 修繕共済は、定期点検において、共済の対象に劣化事象が発生し、次の全ての要件を満たす修繕

を実施した場合、未経過共済掛金を限度に、修繕を実施した事業者に修繕共済金を支払う。 

要件 

① 劣化事象が発生していた箇所に、1 年前の定期検査では、劣化事象が発生していなかったこと 

② 劣化事象が発生してから、当該箇所に対して初めて行われる修繕であること 

③ 修繕の対象は、劣化事象を修繕するために、当組合が合理的と認めた範囲であること 

④ 修繕が上記の定期検査日から 2 年以内に実施されるものであること 

 

 この中で、共済の対象は次表のとおりとなっており、修繕項目としては、外壁、軒裏、屋根にお

ける劣化事象に伴う修繕に限られている。 

 劣化事象としては、構造に関しては、ヒビ割れ・欠損・浮き・はらみ・剥落・金属のさび、化学

的浸食などが想定され、雨水の浸入を防止する部分では、仕上げ材等のヒビ割れ・欠損・浮き・
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はらみ・剥落・金属のさび、化学的浸食などが想定されるであろう。 

図表 3-2-1-1 共済の対象 
  建物の構造 

⽊造 鉄⾻造 RC造 
構造耐⼒上
主要な部分 

外壁及び軒裏 〇 〇 〇 

⾬⽔の浸⼊
を防⽌する部
分 

外壁（開⼝部を含む
） 

〇 〇 〇（注） 

軒裏 〇 〇 － 
屋根 〇 〇 〇 

（注）開口部、笠木、バルコニーその他の部位との取り合い部分を含む。 

(資料)賃貸住宅修繕共済パンフレット/全国賃貸住宅修繕共済協同組合より作成 

 

 未経過共済掛金とは、修繕開始日が属する共済年度の前年度の末日までに契約者が支払った共済

掛金の総額から事業費、支払済みの修繕共済金等を差し引いた残りの額である。 

＜⽕災修繕共済＞ 

 火災、落雷、破裂または爆発によって共済の対象である建物に損害が生じ、修繕費用を支払った

場合、１回につき 30 万円を限度に、修繕を実施した事業者に共済金を支払う。 

③共済⾦の⽀払額 
 修繕共済金＝支払事由に定める修繕費用（性能向上とならない修繕のみ）×100％ 

 建物の外壁または屋根の面積 1 ㎡当りの構造別・部位別の支払限度額は次のとおり 

 火災修繕共済金は、損害が発生する直前の状態に復旧するために要した修繕費用とし、1 回の事

故について、30 万円を限度とする。 

図表 3-2-1-2 共済⾦の⽀払限度額 
修繕共済 構造 外壁及び軒裏 

（外壁の⾯積１㎡当たり） 

屋根（屋根の⾯積１㎡当たり） 

 ⽊造 36,000 円 32,900 円 

 鉄⾻造 45,600 円 43,600 円 

 ＲＣ造また

は 

ＳＲＣ造 

50,600 円 48,600 円 

⽕災共済 30 万円   
(資料)賃貸住宅修繕共済パンフレット/全国賃貸住宅修繕共済協同組合より作成 

 

④共済の加⼊要件 
 共済を利用するために組合加入（出資金 1,000 円以上）を要する。 

 加入にあたっては組合所定の長期修繕計画書を提出する。 

 対象となる物件に既に劣化事象が発生している場合、あらかじめ修繕を行わなければ共済に加入

できない。 

 加入後は毎年、建物検査を受ける必要がある。 

⑤共済期間 
 10 年以上 50 年以内の 1 年刻みで設定 

⑥共済掛⾦の算出⽅法 
1. 長期修繕計画から将来予想される修繕費を算定 
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2. 補償希望額を、将来予想される修繕費の 50～100％で設定 

3. 予想される修繕が行われる年数を契約期間として設定 

4. 支払方法を月払いにするか年払いにするかを決定 

5. 1 回あたり共済掛金＝補償希望額÷契約期間÷月払いの場合 12、年払いの場合 1 

 10 年後に 1,400 万円の修繕費が予想される場合に、1,200 万円の補償を希望して月払いする場合 

 1,200 万円÷10 年÷12 ヶ月＝10 万円/月額 

⑦共済期間の終了時 
 掛け捨て商品のため、返戻金、満期金はない。 

 共済契約を継続する場合は共済期間終了時の未経過共済掛金を引き継ぐことができる。 

2．普及の⾒通しと課題 
1｜普及の⾒通しと効果 
賃貸住宅修繕共済に加入するもっとも大きいメリットは、共済掛金が経費になる点であろう。これま

でも法人家主であれば、保険などの金融商品による積み立てを損金参入できたが、今後この制度を活用

することで個人家主も経費化することができ、経営者の多くを占める個人家主に広く普及することが期

待できる。 

その効果として、損金算入されるというメリットから確実に共済掛金が支払われ、積み立てられる。

共済掛金は修繕費としてのみに共済金として支払われることから、修繕工事が確実に実行される。その

前提として、毎年建物検査が必ず実施され劣化事象の早期発見が期待される。 

それらにより、家主にとっては資産価値の維持につながり、劣化に伴う入居率の低下、家賃水準の引

き下げといった経営を圧迫する状況を回避することができる。社会的には適切に維持保全されることで

賃貸住宅ストックの長寿命化が期待できる。 

なにより、長期修繕計画に基づき将来予想される修繕工事、修繕費を見通すことができるようになる

ことから、これまでそうした意識が乏しかった家主に対し計画修繕を含めた経営にシフトすることを促

し、計画修繕を適切に提案できる管理業者が家主に選ばれるようになることが予想される。本制度では

性能向上については対象にならないが、あわせて性能向上やバリューアップといった提案も家主にしや

すくなるのではないか。 

2｜課題 
課題としては、現状で共済の対象が、外壁、軒裏、屋根の構造及び雨水浸入防止部分に限定されてい

ることが挙げられる。例えば、劣化や不具合事象に伴う設備関連の交換にも相応の修繕費が掛かること

は、前章までに示したとおりである。既に、対象の拡大を求める声もあるようであり、制度利用の普及

に伴って対象範囲を拡大することで、上に示したような効果が発揮されるように思われる。 

また、制度加入の前提として組合所定の長期修繕計画の提出を求められているが、家主がこれを作成

することはよほど知識がなければ困難であろう。したがって、多くの場合、委託している管理業者など

の事業者に作成を依頼し、加入手続きを代行してもらうことが予想される。 

そうした場合に課題となるのは、事業者が作成した長期修繕計画が適切かどうかという客観性、信頼

性の判断である。例えば、修繕工事を請け負うことも期待できる事業者が長期修繕計画を作成する場合、
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請負契約金額の水準を上げるために、過度に修繕費を見積もるといったことも想定される。共済を引き

受ける組合がそれを行うのであればよいが、そうでない場合、第三者が長期修繕計画を検証する仕組み

が求められるであろう。 
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